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わが国において、「労働組合主義」という言葉は、戦前における「健全なる労働組合主義」論において明らかなよ
うに、多くの場合、経済主義的な意味内容において使用されていた。すなわち、「労働組合主義」とは、なによりも
労働組合を経済団体としてとらえる主張であり、労働組合の政治とのかかわりをすぺて拒否するものではないにせ
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一八
ょ、きわめて制限された範囲内においてのみ、労働組合の政治的な活動を認めようとする立場を意味していた。それ
は明らかに経済主義と呼ばれるべきものなのであるが、経済主義的立場こそ本来の労働組合連動の姿であるという主
張をこめてイデオロギーとしての「労働組合主義」が唱えられていたのである。戦前における一「健全なる労働組合主
義」論は、その代表例にほかならなかった。
ところで、「労働組合主義」がトレード・ユニオニズムを意味する言葉であるとすれば、その言葉の本来の意味は、
必ずしも政治とのかかわりに消極的な姿勢を示すものではなかった。白井泰四郎氏によれば、「労働組合主義」なる
言葉はトレード。ユーーオニズムの「誤訳」であるという。トレード・ユニオーーズムとは、特定の「主義」でもなけれ
ばイデオロギーでもないという（『労働組合の財政』一九六四年、一ページ）。「労働組合主義」がトレード・ユーーオニズ
ムを意味するのであれば、「労働組合主義」は労働組合運動そのものと同義語なのであり、労働組合運動全般を示す
ものなのであった。それは簡単な経済主義的な一義的規定を許すものではなかった。
しかも、イギリスや大睦諸国などにおいて、一般的には、「労働組合主義」の意味するものは、経済主義的意味内
容とはむしろ逆であり、一定の意味における政治との積極的なかかわりを要請するものとなっているのである。たと
えば、イギリスの労働組合運動史の全経過は、一九世紀的リベラル・レーバー主義における自由党支持の段階から、
今世紀初頭以降の労働党結成とその育成強化の段階への転換を示しているように、「労働組合主義」が労働組合と政
治との一定の意味における積極的な結び付きを求めてやまないものとなっている。その点で注目すべきは、労働運動
の国際比較を試みたＡ・シュトゥルムタールの次のような指摘であろう。シュトゥルムタールは、労働運動こそが民
主主義の理念の主な担い手であったとする観点から、「鼠初から、ヨーロッパの労働運動は政治的運動であった」と
するとともに諺イギリスの運動もやがて大陸の運動に「同綱」した、というとらえ方を示している。そしてやシュト
ゥ
ル
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ー
ル
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う
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との大きな闘争を経験してきた。……彼らは選挙権を獲得しなければならず、また大きな政治的影響力を上層階級に
あたえていた選挙上の特権を廃止しなければならない。このような基盤においてのみ、労働組合主義は確立され、効
果的に作用しうるであろう。政治行動は、全労働運動に歩調をつけねばならないのである。」（Ｐ⑪日圓房騨」．ご目］
色目ローぐ。『巴ご】ロ向日。ご田僖ぽず。Ｈ》巳留・坂井秀夫訳『ヨーロッ。ハ労働運動』三三’三四ページ。）
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主義」こそ、もっとも積極的に政治とのかかわりを強調するものであると理解されるべきであった。すなわち、トレ
ード・ユーーオニズムとは、労働運動のあり方として、政治に対する消極的姿勢をではなく、積極的姿勢をこそ求める
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ところで、七○年代のわが国において、労働戦線の再編成問題が現実的課題となり、あるいは地域的レベルにおけ
る民間労組の結集体の多様な形態における出現を通じて、あるいは全国単産ピヘルにおける従来の組織枠を乗り越え
た連絡会議の結成を通じて、新たな労働組合のナショナル・センターの形成が模索されている。そして、この労働戦
線の再編過程において新しく七○年代の日本労働運動の指導理念として提起されつつあるのは、「実践的労働組合主
義
」
で
あ
る
。
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一九
日本労働運動史の研究史上において、一九六○年は「方法上の転換」がなされた時点であるとされている。それま
で、日本労働運動史の研究史において、労働組合主義の立場に立つ労働運動は、社会主義運動との関連で、魔価的に
実
践
的
労
働
組
合
主
義
の
形
成
二○
「健全なる労働組合主義」とは異なった仕坊崎のものとなっている。「実践的労働組合主義」は、政治とのかかわりを
重視する労働組合主義であり、その意味では本来のトレード。ユニオニズムに近い内容の労働組合主義であるといえ
るようである。では、いかなる過程を経て、いかなる契機に媒介されて、「健全なる労働組合主義」は「実践的労働
組合主義」へと変質したのであろうか。以下においては、その変質過程について若干の分析を試みることにしたい。
なお、ここでとくに注意する必要がある点がある。それは、「健全なる労働組合主義」も「実践的労働組合主義」
も、ともに、いわば〈運動論としての労働組合主義〉である。しかし、労働組合主義を問題にする場合、われわれと
して視野におさめなければならないのは、運動論としての労働組合主義とは別のもうひとつの労働組合主義であり、
それはいわば〈方法論としての労働組合主義〉というべきものである。そして、〈方法論としての労働組合主義〉は
〈運動論としての労働組合主義〉と密接な関係を結びつつ展開されているというのがわが国における労働運動史研究
の実状である。したがって、〈運動論としての労働組合主義〉の分析を試みるにあたっては、同時に、〈方法論として
の労働組合主義〉についても若干の検討を試みる必要があることになる。以下においては、両者の関連をふまえつ
つ、主として〈運動論としての労働組合主義〉が七○年代のわが国においていかに展開されつつあるか、その実態を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
し
た
い
。
『方法論としての労働組合主義
評価される傾向が強かった。しかし、労働組合を労働力商品の売手組織として本衝規定を行なうならば、労働組合運
動と社会主義政党の活動との間に一線を引き、労働組合運動を経済的な活動を主とするものであると規定する労働組
合主義の立場は、運動史の上でそれなりに評価されるべきであるとする主張が、一九六○年の時点で、労働運動史の
（１） 
研究者の問から立ち現われたのであった。
一九六○年を画期として提起された、日本労働運動史における労働組合主義的潮流を評価せよとする主張の代表的
なものとしては、渡部徹”日本労働運動史分析の方法論Ｉ政党論・労働組合論をめぐってＩ”（『社会労働研究』第一一一
号、村山重忠教授還暦記念特集、一九六○年）を挙げるべきであろう。今日、渡部論文については、「戦後の社会運動史
的な労働運動史の方法に、理論的な反省を試みて、労働組合運動史の占めるべき地位を確定しようとした」文献とし
ての評価と位置づけがなされてに窪。渡部論文の主旨は、一言でいえば、労働組合運動は社会主義運動と区別してと
らえられなければならないとする単純で明白なものであった。渡部論文の結論は次のようにいう。「すなわち政党運
動は政党運動の見地で、組織論的なあり方と、現実的具体的活動、運動全体に対する指導方針をとらえ労働組合運
動は組合運動の見地で、組織論と活動をとらえて、再検討することが必要である。この見地にたって、はじめて運動
は個別的に分析され、評価され、またその基礎の上で、相互の関連性と、それぞれのひずみとを明らかにしうるでぁ
渡部氏がここで提起する方法は、労働運動史の把握を、社会主義政党史と労働組合運動史とを未分離のまま「社会
運動史」としてとらえるのではなく、一度は両者を分離せよ、というのであり、その上で「相互の関連性」をとらえ
よ、というのである。この渡部氏の主張について、異論を唱えるものはだれもいないであろう。ただ、問題であると
一一一
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思われるのは、渡部論文が、社会主義政党史と労働組合運動史とを分離するだけではなく、どちらかといえば、労働
組合運動史を重視し、労働運動史を労働組合運動史としてとらえるべきであると主張している結果になっていること
である。しかし、それも、「労働組合運動よりも政党運動・政治運動がより大きく視野に入る」傾向を示していた従
来の研究視角に対する批判として発表された渡部論文としては、当然のことであったかもしれない。
しかし、渡部論文の次のような主張には、われわれとして大きな問題点を感じざるをえない。渡部論文はいう。
「したがって運動の指導部という意味をぬいた組織論では、むしろ右翼社会民主主義者（主として社会民衆党によっ
た人びと）が、一応、もっとも安定した考え方にたっている。．．…・労働組合は経済闘争、政治闘争（議会主義的政治
闘争）は政党と、分業関係として政党・労働組合は考えられた。もちろんそのさいウエイトは労働組合にある。……
この論理にもとづいて労働組合と政党との混同からは脱却しえたから、分業がなりたってからは、この派の指導する
労働組合は、権力や資本家の消極的・積極的支援を考慮にいれなければならないとしても、組合として、比較的健実
（４） 
に、内容を充実させ、また内部的に混乱することも少なかったことは評価されなければならないであろう。」
渡部氏は、労働組合運動史の社会主義政党史に対する独自性を主張するだけにとどまらず、労働運動史の場そのも
のの次元における、すなわち実践の場における労働組合と社会主義政党との分離を要求する傾向を肯定的に評価する
視点にまで突き進んでしまっているのである。渡部論文は、労働組合運動史の独自の意義を確立しようとする視点を
明確にしている限りでは〈方法論としての労働組合主義〉を主張していたのであるが、同時に、渡部論文は、現実の
労働運動におけるいわゆる労働組合主義の動向を評価している点において〈運動論としての労働組合主義〉をも評価
し主張するものとなっているのである。いいかえるならば、渡部論文においては、〈方法論としての労働組合主義〉
なぜ、このような混同が生じたのであろうか。それは、いわゆる「社会運動史」の方法が、現実の労働運動におけ
る労働組合運動と社会主義運動の密接不可分性を評価する視点から、無媒介に、社会主義政党史と労働組合運動史と
を癒着させる方法となっていたことの裏返しの現象にほかならないように思われる。たとえば、いささか皮肉な例を
挙げるようで恐縮であるが、渡部氏自身の場合における「方法上の転換」がその良い例証となっている。
渡部氏は、かっては、いわゆる「社会運動史」的方法論の採用者であった。渡部氏が「全篇をかき下し」たとされ
（５） 
ている社会経済労働研究所箸『近代日本労働者運動史』二九四七年）においては、経済闘争と政治闘争との関係にお
ける「顛倒的発展」の事実経過を問題としつつも、労働組合を「階級闘争の学校」ととらえる視点が一貫させられて
（６） 
いた。労働組合運動は、不可避的に社会主義運動に結び付かざるを管えないとする把握は、渡部氏の他の著作、『日本
（７） 
の労働運動』（一九四九年）においても明確になされている。渡部氏は、日本の労働組合運動が運動を開始した当初か
ら「労働者最後の目的たる社会主義の実行を計る」との方向を明らかにしていた事実について、「日本において組合
運動が出発しはじめたばかりのとき、すでにこのような明確な正しい任務と目標がかかげられていたことはまことに
（８） 
驚嘆に値すること」との評価を与一えている。
問題なのは、このような、日本の労働運動の現実として、労働組合運動がつねに不可避的に一定の政治課題に直面
せざるをえないという状況の把握が、直ちに、そのまま、労働組合運動史と社会主義運動史とを区分せず、むしろ社
会主義運動史の視点から労働組合運動史をも評価するいわゆる「社会運動史」的方法の採用と結びついていることで
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成
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の主張と
のである。 〈運動論としての労働組合主義〉の主張とが同一次元の同一内容の問題として混同されてとらえられている
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ある。そのことは、いわゆる「社会運動史」的把握一般に共通する特徴であったのであるが、渡部氏の場〈ロもかって
はそうなのであった。渡部氏の著作である『近代日本労働者運動史』も『日本の労働運動』も、労働組合運動と社会
主義運動を、事実がそうであるがままに揮然ととらえ記述する方法を採用している。しかも、「社会運動史」的方法に
おいては、労働組合の本質を階級闘争の学校であるととらえる認識が前提となっているので、労働組合運動と社会主
（９） 
義運動を葎然としてとら唇えると同時に、評価の視点は社会主義運動におかれることになったのであった。
したがって、渡部氏における〈方法論としての労働組合主義〉の展開は、渡部氏自身の「社会運動史」的方法から
の脱出としてなされたわけであるが、その脱出の際に、渡部氏は脱出の方法を、社会主義運動から労働組合運動に価
値視点を転位させるという、価値意識次元における一種の「転向」に求めたのである。渡部氏において、可社会運動
史」的方法における事実認識と方法論的視点確立の未分離状態は問題にされることがなかったのである。そこから、
〈方法論としての労働組合主義〉の展開が、同時に〈運動論としての労働組合主義〉の評価に結び付くという事実認
識と方法論の混同が生まれることになったのであった。
いわゆる「社会運動史」的接近は、いわゆる階級的な観点が方法論的に吟味されることなく、価値意識が無媒介に
研究の領域に持ち込まれた、いわば方法論なしの方法を特徴とするものであった。したがって、「社会運動史」的接
近に対する批判は、厳密な方法論確立の要請としてなされるべきであった。「社会運動史」的接近が価値意識の露出
を方法としているのに対し、同じ次元で価値意識の転換を迫るだけでは核心に触れる批判となることはできなかつ
（皿）
た。具体的にいえば、社会主義運動史に偏った運動史の方法を批判するのに、労働組〈ロ運動史を重視せよとする視点
を対置するだけであっては、その要請がそれ自体としては正当なものであっても批判としては有効なものとはなりえ
ないということである。そればかりか、そのような視点を対置するだけであっては、社会主義運動史への偏りを裏返
した、基本的には同じ方法論的偏向を繰り返すことになるのであった。
以上をまとめれば、次のようにいえるであろう。いわゆる「社会運動史」的接近の問題点は、日本の労働運動の現実
が労働組合運動を社会主義運動に直結させるものであったという事実認識から、直接無媒介に公式的な階級的視点を
方法論として採用していた点にある。「社会運動史」的接近の事実認識は正確であったが、方法論は未だ精錬された
ものではなかった。したがって、「社会運動史」的接近に対する批判は、事実認織と方法論確立との間にある距離を
問題にする視角から提起されるべきであった。しかし、〈方法論としての労働組合主義〉は、「社会運動史」的接近に
おける方法論なき方法の結果としての社会主義運動史重視の視点に反擁するところから出発してしまった。そのた
め、事実認織と方法論砿立との間に存在する距離を無視する点では「社会運動史」的接近と同じ誤らを繰り返す結果
となった。〈方法論としての労働組合主義〉は、方法論としては妥当な要諭であったが、事実認搬としては、社会主
義運動ないしは政治的な運動いっさいから切り離された労働組合運動が存在しうるかのどとき－菰の事実誤認に陥っ
労働運動の理論的把握を、労働運動を構成する諸契機に分解してとらえた上で再構成し、トータルなビジョンを
鮮明にするという方法的操作は、一言でいえば「理念型」（国８］ごで易）としての方法輪のことであった。社会運動史
的接近に対する方法論批判は「理念型」的方法論の視点からなされるべきであった。その点を明確にしなかったため
に、社会運動史的接近に対する批判として提起されたく方法論としての労働組合主義〉は、それが本来、ひとつの
「理念型」としての性格を持つ妥当な要請であったにもかかわらず、労働組合主義的な現実の運動展開を肯定的に評
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たのである。
〈方法論としての労働組合主義〉は、「理念型」的要請としてなされたのではなく、現実の運動に見られる労働組
合主義的潮流を評価する価値意識の直接的な吐露として提起されたものであった。その意味で、〈方法論としての労
働組合主義〉は〈運動論としての労働組合主義〉を基底として成り立つものであった。そのために、〈連動論として
の労働組合主義〉が現実の運動の次元で崩壊することがあれば、〈方法論としての労働組合主義〉は自らの基底を見
失う状態に陥ることになる。両者の関係はきわめて密接であった。しかも、以下に指摘するように、〈運動論として
の労働組合主義〉は実際には大きな変質を遂げているのである。したがって、論理的には〈方法論としての労働組合
主義〉も変質し、ある意味では崩壊せざるをえなくなることになる。事実、〈運動論としての労働組合主義〉の変質
過程において、〈方法論としての労働組合主義〉が微妙な変態を見せつつあるというのが現状である。
（１）一九六○年秋に”労働迎動史“を共通論題として開かれた社会政策学会の大会が「方法上の転換を象徴的に示した」とさ
れている（一一村一夫”労働述動史（戦前期）。『文献研究・日本の労働問題』増補版、一九七一年、所収を参照）。なお、六
○年安保闘争を前にして日本社会党が分裂し、その分裂の責任を追及する形で国鉄新生民同の国労批判があり、国労の動揺
に対処する目的で総評主流派の労働者同志会がいわゆる「日本的労働組合主義」の方向を明示したという、当時の労働運動
の内部情勢の把握も、方法論としての労働組合主義が提起される背景説明としては見落してはならない問題点であるように
思われる。この点についてはのちに触れる。
（２）隅谷三喜男『日本労働運動史』一九六六年、一一五八ｌ二五九ページ。
（３）『社会労働研究』第一二号、五六・ヘージ。渡部氏は、労働運動を個別的に分析する視点として「労働組合運動・社会主義
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価する視点と境界線を明確にすることなく融合し合い、自らの「理念型」的性格を喪失していったのであった。「理
念型」的把握が、いっさいの価値意識の研究領域への無媒介の浸入を厳しく拒否する前提を持つものであることはい
（ｕ） 
」ワまでｆ〕ない。
（８）同右、三八ページ。
（９）渡部氏の一九四七年と一九四九年の著作において、労働運動史の方法論がとくに明記されていることはないのであるが、
「資本との闘争の中に直接自己を組織し鍛練しつつ、その本来の社会主義的任務の遂行以前に広汎な民主主義的任務の貫徹
をはからねばならなかったという点に、まさに日本労働者運動の第一の歴史的特質があり基本的特徴が存在したのである」
（『近代日本労働者連動史』四・ヘージ）としている視点、「労働者運動はそれまでの労働組合による経済闘争から、さらに労
働者政党による政治運動へとしだいに拡大し発展してゆく」（『日本の労働運動』一四ページ〉ことを一般法則としている視
点などから、いわゆる「社会運動史」的方法の採用が明らかであるといえよう。
（Ⅲ）「社会運動史」的接近に対して核心に触れる批判がなされなかったことが、「社会運動史」的接近の復活を招き、労働運
動史研究における方法論上の泥試合状態を現出させているように思われる。一九六六年秋に”わが国における戦後二○年の
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運動・階級政党運動」の三点を挙げているが、社会主義運動と階級政党運動をなぜ区分しなければならぬのか、その点につ
いての説明は必ずしも説得的ではない。社会主義運動を社会主義理論の「思想運動・教育運動」とし、階級政党運動を「革
命運動」として、後者を前者から区別するのが渡部氏の説明である（『社会労働研究』第一一一号、五六、四○．ヘージ）。
（４）『社会労働研究』第一一一号、五五．ヘージ。
（５）敗戦直後からの一年間にわたる研究と討議を経て一九四六年末から翌年の春にかけての数ヶ月間に渡部氏によって完成さ
れたという『近代日本労働者運動史』は、的確な問題設定と記述、および鋭い分析の展開を特徴としており、数多い労働運
動史の通史の中でもきわめて注目すべき存在となっている。とくに、労働運動史の分野における社会民主主義批判としては
先駆的な業績となっていると評価できよう。
（６）たとえば、第一次大戦後の労働運動に関する総括内容を参照（同右、二○’二一ページ）。同様の把握は第二次大戦後の
労働運動の総括内容としても示されている（同右、二一四’一一一五ページ）。
（７）渡部氏が『近代日本労働者運動史』の内容をふまえた上で日本の労働運動全般について論じたものが『日本の労働運動』
二九四九年）であるが、啓蒙書の形式をとっているにもかかわらず、前箸同様、社会民主主義に対する批判については、
単なる資料操作の次元を越えた熟成したとらえ方が示されていて興味深いものとなっている（たとえば同書、九九’一○○
０ 
ヶ､、
ジ
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労働運動“を共通論題として開かれた社会政策学会第三四回大会がその端的な例になっているとはいえないであろうか（社
会政策学会年報第巧集『戦後労働運動の展開過程』一九六八年、参照）。
（、）ここで「社会政策的認諭の”客観性“」の問題として「理念型」を持ち出したのは窓意的な発想によるものでもなければ
ある種の好みによるものでもない。一九六○年を転機に「方法上の転換」としてなされたく方法論としての労働組合主義〉
の主張が、そもそも「社会政策的認識の”客観性”」のための方法論の適用として提起されている例があるのである。白井
泰四郎”戦前における労働組合主義の評価について”（『日本労働協会雑誌』第二一一一号、一九六一年二月、所収）がその例で
ある。白井論文は、一九三一年の日本労働倶楽部結成を労働組合主義の確立と評価し、同時に運動史研究における労働組合
主義的方法論の確立を要諦している。その点では渡部論文と同じ内容の主張である。白井論文が渡部論文と異なっているの
は、ウェーバーの方法論を問題にしている点である。しかし、白井論文は、社会主義運動重視の価値意識を排除するために
価値判断排除論としてのウェーバーの方法論を問題にしているだけである。労働組合主義的価値意識も同様に研究の領域で
は
排
除
さ
れ
る
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き
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定
の
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て
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、
価
値判断排除の要請が、同時に鋭い問題意識に裏付けされた作業仮説としての理念型の設定と結び付くものとなっている点が
重要であろう。理念型は単なる歴史的抽象の産物ではなく、むしろ、「思考的昇華」を経た一定の歴史的エートスの産物で
ある。理念型設定およびその背景にある精神的起動力との緊張関係においてとらえられることのない価値判断排除論は、
「価値からの自由」の説ではなく「没価値」論とならざるをえない。しかも、ある状況においてある価値意織からの「没価値
」を強調する論理はそれ自体、きわめて価値意識的である。たとえ、類型設定的研究方法を重視するたてまえをとっていて
も、その類型設定の背後に潜むエートスに無自覚なまま、自己の価値意識との緊張欠落の上に価値判断排除の要請を行なう
のであれば、それは、特定の価値意識に対抗する、きわめて価値意識的な「没価値」論となる。ここで、確認すれば、価値判
断排除の要請と理念型の設定は、われわれにとって「いまさら」といえる問題ではなく、目下のところ、むしろ、「基本的課
題」というべき問題になっているようである。たとえば、田口富久治氏が、「第一級のブルジョアおよび小ブルジョア政治学
の業績との理論的方法的格闘を避けて通っている。ルクス主義政治学者』の政治学などは、せいぜい野郎自大的な『田舎
政治学』に陥るほかない」というとき、田口氏はウェーバーのマルクス主義に対する「知的挑戦」を指しているのであった
七○年代において、わが国の労働組合運動は、何等かの形で、ナショナル・センター次元における再編・統一を成
し遂げるであろうとの予測が、さかんに行なわれている。事実、そのような予測を裏付ける動きが、既成のナショナ
ル・センターの枠の外で、「全民懇」などの動向として具体的に展開されている例をわれわれは数多く見ている。
そのような労働働線統一の過程において、たとえば民間労組の戦線統一が官公労組を含む統一に先行すべきである
か否かというような問題点が出現して、戦線統一の動向はしばしば坐礁したと伝えられているが、とくにネックにな
っている課題として指導理念の問題が挙げられている。戦線統一を積極的に志向する全国単産規模のいくつかの組合
は、七○年代における戦線統一の指導理念として「実践的労働組合主義」を掲げているが、この指導理念については
多くの組合が批判的見解を示している。批判点は、「実践的労働組合主義は労資協調主義の別名である」という一点
に集中されているようである。
ところで、これまで、わが国においては、労働組合主義とは「健全なる労働組合主義」のことであり、「健全なる
労働組合主義」は自ら労資協調主義が基本であることを宣言するものであった。したがって、「実践的労働組合主義」
についてそれを労資協調主義としてとらえるだけであっては、労働組合主義一般を問題にしただけであって、とくに
「実践的労働組合主義」の特徴をとらえて問題にしたことにはならない。「実践的労働組合主義」は、明らかに従来の
「健全なる労働組合主義」と異なるものとして六○年代後半以降、志向されている指導理念である。両者の違いは、
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（『マルクス主義政治理解の基本問題』一九七一年、二六ページ）。
二、「健全なる労働組合主義」の理念
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簡単にいえば、従来のわが国の労働組合主義に比較して、「実践的労働組合主義」が当初から自覚的に政治的であり
イデオロギツシュである点にあるといえよう。
では、いかなる意味において、「実践的労働組合主義」がとくに政治的でありイデオロギツシュであるといえるの
か、その点を明らかにするために、まず、これまでのわが国の労働組合主義、すなわち「健全なる労働組合主義」が
どのような論理構造を持つものであったかを検討することにしたい。ただし、「健全なる労働組合主義」について論
（１） 
じることは、日本における、とくに戦前の右派的な労働組〈ロ運動全般について論じることを意味する。それは、ここ
での課題ではないので、事実経過は省略して、なるべく簡潔に、「健全なる労働組合主義」の特徴点のみを検討する
にとどめることにしたい（なお、「健全なる労働組合主義」論は「総同盟」論ということになるので、以下、本文中に示すペー
ジ数は、刊行委員会編『総同盟五十年史』第二巻、一九六六年、のページ数である。また、必要と思われる限りにおいて「総同盟」
の機関誌『労働』をも参照することにした。）
戦前の労働組合運動において、右派が指導勢力となった時点は、右翼的再編成としての日本労働倶楽部が結成され
た時点、すなわち一九三一年であるとみなすことができよう。そして、この時点から、とくに日本労働組合総同盟
（略称、総同盟）を中心に右派的労働組合運動の指導理念として掲げられたのが「健全なる労働組合主義」であった。
（ママ）
一九三二年七月、総同盟は中央委員会において松岡駒吉主事の政党役員辞任を諒承するとともに「”健実なる労働組
合主義“の徹胤催」を決定している（一一一一二ページ）・総同盟中央委員会において決定された「健全なる労働組合主義」
の主な運動方向は次の一一点に要約できる。第一に、労働協約締結運動への取組である。第一一に、共済制度確立のため
の努力である。この一一点の内容は、のちにやや詳しく見ることにしたい。
労働組合は経済団体にほかならないとする把握から、政党機能の混入を排除し、労働組合の市民権的存在を確保す
るために労働協約締結運動を展開し、労働組合の経済団体としての機能を充実するために極々の共済制度の確立を試
みるというのが、「健全なる労働組合主義」の発想であった。総同盟は次のように説明している。「言ふ迄もなく、我
々は、欧米諸国に於ける労働組合運動その髄のコースを辿るものとは絶対に考へて居らない。然し乍ら、少なくとも
労働組合が、労働者の日常利害を代表して、資本家と闘争するばかりでなく、合理的産業平和を維持し、その発展に
参加し、相互扶助施設に依って、組合員の共同利益を増進し、深く、労働者の生活に入り込むところの経済団体たる
に
変
り
は
無
い
の
で
あ
る
。
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た
ぬ。」（二二三ページ。総同盟機関誌『労働』一九一一一一一年八月巻頭論文”健実なる組合主義の徹底に進め“）。
ところで、ここでいわれている「日本独特の道」の意味は、当時「混合型」といわれた政党と組合の未分離の問
題、あるいは労働組合の存在が法的にも社会的にも確然とした形で容認されるには至っていないという問題などを意
、
、
、
味するだけではなく、国体論的意味における「国情」ヘの適合が意図されていた点に注目する必要がある。
一九三二年一一月に開催された総同盟第二十一回大会（昭和七年度大会）は「労働組合主義砿立大会」といえる内容
の大会であった。先に見た一九三七年七月の中央委員会における「健全なる労働組合主義」の方向が「体系立てら
れ」るとともに、右派的労働組合運動の指導理念として確立されたのがこの第二十一回大会であった（’一一一二、一一一一五
ページ）。大会では、総同盟が一九二二年以来掲げてきた「綱領」が改正された。すなわち、「資本家階級の抑圧迫害
に
対
し
、
徹
底
的
に
闘
争
せ
ん
こ
と
を
期
す
」
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我
等
は労働組合の実力を以て、労働階級の完全なる解放と自由平等の新社会の実現を期す」とするのが従来の綱領であ
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綱領改正とともに行なわれた規約改正のひとつのポイントは、「本総同盟会員にして男子満一一十歳以上の者は社会
民衆党員たることを原則とす」（旧規約第十条）を削除した点にある。また、大会で採択された”宣言”は「健実なる
労働組合主義」を指導理念として明確化するとともに、その内容について次のような見解を示していた。「惟ふに、
我が国労働組合は、後進国の特殊事情に依り、著しく思想団体、政治団体的色彩を濃厚にしたるも、由来労働組合
は、理論より生れず、又単なる政治手段にも非ず、労働者の惨苦なる日常生活を改善向上せしめ、やがて之を解放に
導かんとする自主的相互組織である。故に、労働組合はその日常協同の訓練に依り、労働者の識見、技術、徳性の向
上を期する教育的任務、強固なる団結の威力により資本主義の搾取に対する闘争的任務、相互保険制度に基く共済的
任務等の諸機能を融合統一したる経済団体として、これを発達せしめねばならぬ。斯くして初めて労働組合は労働者
の生活の中に基礎を有する大城塞たり得るのである。」（一一三一一ページ。『労働』一九一一一二年、一一一月。）
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り、そこでは階級観点が強く打ち出されるとともに、体制変革的課題の追求、すなわち労働者政党の機能までをも労
働組合が追求する視点が明確にされていた。その点が改正され、新しい綱領は「労働条件の維持改善並に共同福利の
増進を期す」とうたうとともに、「国情に立脚し、資本主義の根本的改革を図り、以て健全なゑ和社会の建設を期す」
という方向を明らかにしたのである（二二七ページ）。総同盟における一九一一一二年の綱領改正は、一九一一一一年、友愛会の
総同盟への脱皮とともに確定された戦闘的綱領を、初期の友愛会綱領へ戻すための改正作業であると同時に、「国情
に立脚」した「革新」の方向を指し示すための改正作業でもあったのである。そして、この新しい綱領こそ、『健実
なる組合主義』の精神は、この綱領に尽されて居る」（『労働』一九一一一二年一二月号巻頭論文”総同盟綱領の変遷“）とされ
て
い
る
も
の
な
の
で
あ
っ
た
。
慧蕊…-ジル繩：壼襄蕊蕊iiiii：熱ii盤伊:;’罐鬘ﾄﾞ逵舞蕊三ミギ篝藺繩鵠ｍｉ郷臺際弱鑿孟澱譜嚇
一九三一一年の第二十一回大会において決定された「健全なる労働組合主義」が、労働組合を経済団体として確立
し、経営体としてその機能を充実させようとするものであったことは明らかである。しかし、それと同時に、先にも
指摘したように「国情に立脚し」という要因が「健全なる労働組合主義」の意味内容になっている点に留意しておく
必要がある。
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動」に契約権的な発想の存在を認めることはできない。総同盟は一九三一一一年以降、「産業協力」の方針を明示してい
るのであるが、総同盟において労働協約は「産業協カー｜と一体化された形で、あえていえば「産業協力」に対する反
対給付という意味で要求されているにすぎないのである。一九一一一一一一年、松岡駒吉会長は、「産業協力の必要」につい
て次のように述べた。「労資共に、その立場なり会社なりの内にあって、労働条件の維持改善と会社の繁栄とを一致せ
しむることに努力する許りでなく、より大なる国民経済に両者が奉仕するところのものでなければならぬ。……雇主
も、労働者も、国家全体のために、忍ぶ．ヘからざることを忍び、瀧り得ざることを蔽るの態度が根本になかったなら
ば、どうして、この非常時を突破して行くことが出来るであろうか」。さらに松岡会長は、「産業協力を如何に具体化
するか」について次のように述べている。「我が総同盟加盟組合並に支部は、既に、団体協約確立運動を行ひ、『産業
協力』実現のために努力して来たのであるから、別に事新しいわけでは無い。けれども、現下の情勢より見れば、益
々、之を高唱し、普及し、徹底せしむる必要を痛感するのである」（二一一一六’二一一一七ページ。『労働』一九三一一一年四月号巻
頭論文”産業協力の徹底に迩進せよ”）。戦後の労働組合運動においては、「協約のないところに労働はない」という近代
（４） 
的な契約関係の思想において協約闘争が展開された場〈ロがあったのであるが、そのような協約闘争とは異質なものと
して戦前における総同盟の「団体協約運動」は取り組まれていたのであった。「健全なる労働組合主義」の「堅実」
的な成果の分野にも、すでに「産業及び労働の統制」的な側面があったことをここでは指摘しておきたい。
次に、「健全なる労働組合主義」は、共済機能の充実など、労働組合を「経済団体」あるいは「生活団体」として確
立する方向で展開されていった。一九一一一四年に開催された第一一十一一回大会における報告によれば、消費組合は一八組
合で組合員数四五一八五名が組織されている。友愛会以来の事業であった労働会館は日本労働会館をはじめ各地に一八
総同盟における消彊組合運動の推移
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１８．００ し繩会館が建設されている（一一五六ページ）。総同盟における消費組合運動の展
瀧鼬開状況は別表のごとくであるが、総同盟の消費組合運動は、盆的発展より
総鱸も質の充実が目標とされていたという（三五四ページ）。労働会館は、一九
”村一一一六年には一一一一会館を数えるに至っている（一一一四五ページ）。総同盟は協同
末
日
円諏工場をも組織した。協同工場は、不況によって倒産または閉鎖された中・
抄て小の工場を経営者と従業員代表とによる合資会社として再建し運営したも
ｃい
り
っ
の
で
あ
っ
て
、
失
業
救
済
が
そ
の
目
的
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
争
議
に
よ
っ
て
誠
首
さ
れ
よ
に
》鋳た組合幹部（その多くが熟練職工）を救済する目的で新設された協同工場の
盤包場合もあった。協同工場は、’九一一一六年度の大会において、「五工場、工務
５
 
倒翻貝一一一七名」と報告されている。端玉県川口の一一一共鋳鉄所のごとく、戦後
巻
１
（』ａ）
２るまで持続された協同工場の例もある（二五○ページ）。
第
け
ｊお恥総同盟関東同盟会においては、罷業相互金庫、労働銀行、失業保険組合
憾辨》などに取り組み、注目すべき試みを展開している。罷業相互金庫は兵庫県
癖緬・へ連合会においても実績があり、総同盟としては一九一一一一一一年に、両者を統合
同
総
船
総働２し全国組織として中央相互金庫の設立を決定したが、これは実現しなかっ
ｒ
労
侭
遡眸飼た（一一一六三ページ）。労働銀行は、まず預金部として発足することになり、
全叫労働銀行設立は案のままに終っているが、預金部は、一九一一一一年に発足、
一一一五
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予想外に好評であったとされている（三六六ページ）。一九三三年、財団法人日本労働会館の評議員会は、共済部の事
業として、失業保険組合の設置を決定、関東同盟会執行委員会もこれに協力することとなった。組合員の掛金は最低
五銭であり、保険金は一時金で最低五円であった。失業保険組合は予期の成果を挙げることができなかったとされて
いる（三七六ページ）。「健全なる労働組合主義」が、労働組合を「経済団体」または「生活団体」として経営する限
り、そこからは「堅実」的な一定の成果が挙げられていたことを評価できよう。
総同盟は、経営体としての組織的強化をはかると同時に、戦線統一に取り組んだ。総同盟は、一九三六年、中間派
の全国労働組合同盟を実磁土吸収し、全日本労働総同盟（略称、全総）となり、ここに陸上労働組合の単一組織化がほ
ぼ達成されたことになった。全総の結成は、「健全なる労働組合主義」が総同盟のみならず労働組合運動全般に支配
的な指導理念となったことを意味するものであった。全総の結成宣言は「我等は合同を通じて、『健全なる労働組合
主義』の緒神を宣揚する」との方向を明らかにしている（五四○ページ）。ところで、「健全なる労働組合主義」が労働
組合運動の総路線となったことの組織的表現である全総において、「健全なる労働組合主義」は、労働組合運動の指
導理念としてのあり方を自ら否定する動きを全面的に展開して見せるようになるのである。
（６） 
天皇制体制下における市民社会状況の出現の可能性にすべてを賭け、市民社会原理にもとづき、労働力商ロ叩の等価
交換の実現を保証する体制内組織として自己を規制する運動が、「健全なる労働組合主義」に導かれる総同盟的労働
組合運動であった。したがって、「健全なる労働組合主義」は、天皇制体制を否定する運動の組織と原理には正面か
ら対決せざるを得なかった。むしろ、反体制運動の原理と組織に対決することなしには自己の存在の場を確保でき
ず、その対決に強烈な使命感を感じるものとして「健全なる労働組合主義」が形成されてきたのであった。総同盟の
（７） 
指導者達の基本発想となっていた「現実主義」は、一九三○年代に、天皇制体制下における労働組合運動の市民権を
確保する志向において「健全なる労働組合主義」を結実させたが、この「健全なる労働組合主義」は、本性的に、体
（８） 
（９） 
制批判の動向に反抗的であり、体制そのものに対しては迎合的であらざる左一得なかったのである。その点をもっとＪｂ
端的に表明している例として、全総の産業報国会に対する対応の姿勢を挙げることができる。
総同盟は国家総動員体制としての産業報国会に「敢然と、それらの政策に挑戦し……あらゆる抵抗を示した」とさ
れている（七一一一六ページ）。はたして総同盟はいかなる論理で「挑戦」し、「抵抗」したのであったろうか。全総は、
一九三六年初頭の発足大会においてすでに〃労働国策に関する決議”を採択し、その後、この決議を「建議」として
当時の広田弘毅首相ほか関係官庁に提出している（一一○一一一、一一○六ページ）。一九三七年の大会においては「全産業
に亘り同盟罷業の絶滅を期す」ことと「非常時産業協力委員会の設置」を「労働運動の基準」とする方向を明らかに
している（九○六ページ）。全総は労働組合運動の産業報国運動化に反対しているのではなかった。一九三七年に開催
された全総全国事務会議の決定”産業報国会に対する指示事項”は「我等は産業報国運動の正しき発展に対しては期
待すべきもの多大であり、これがために積極的に努力する必要がある」という方針を示している。ただし、総同盟を
中心に行なわれてきた「団体協約運動」（実は産業協力運動）と厚生省や協調会による時局対策委員会を母体として提
唱されている産業報国会の運動とは重複することになると考え、組織的に「屋上屋を架する結果」とならないように
配慮する必要がある、と指示しているのであった（一○○七ページ）。
全総の産業報国会に対する「挑戦」と「抵抗」の論理がいかなるものであったかを示す端的な例として、一九三九
年に全総が発行した．ハンフレット『労働国策と総同盟』の内容を簡単に見ておきたい。
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一九一一一四年に、陸軍省は、いわゆる「陸軍パンフ」で、近代戦は国家の総力戦であるという考えを広めたが、全総
は、その「広義国防国家」観なる考えを全面的に受け容れるものであることを、『労働国策と総同盟』の冒頭におい
てまず明らかにしている。総力戦思想を肯定する立場から、全総は、一九三八年の国家総動員法の発動を当然のもの
として受け止めた。そして、「労働力の需給と其の保持培養」のための献策として「労資当事者の自発的の協力支持」
態勢の確立を提起しているのであった。全総によれば、産業報国会は「応急にして次善の策」であり「現状に於ては
幾多の不備欠陥」を持っているものとされている。全総の立場からすれば、「確乎たる産業労働統制の樹立」のため
には「労資当事者の経験と意見を重んじ、官民一体となりて相協力」することが必要なのであった（九九七’九九八ペ
ージ）。すなわち、官製的産業報国会では「長期戦遂行の根幹」としての「生産力の拡充」は達成しえないであろう
と全総は建議しているのである。要約すれば、「公正なる労働統制の樹立は労働組合の協力が必要である」というの
が全総の主張のすべてなのであった（一○○四ヘージ）。
全総は、産業報国会の方向と組織に対し「挑戦」しているのでもなければ「抵抗」しているのでもなかった。産業
報国運動には賛成なのであり、産業報国会の組織方法に疑問を感じているにすぎなかった。全総は、ただ、上からの
一方的な労働力統制の方法に修正意見を提出し、産業報国会と労働組合の併存を要請しているにすぎなかった。しか
も、その要請の根拠としては、総同盟と全総のこれまでの活動が、すでに下からの組織活動として産業報国会の企図
している労働力統轄の機能を着実に発揮し、相当な成果を挙げている事実を強く提示しているのである。『労働国策
と総同盟』が総同盟や全総における労働力統制の成果として挙げている活動の内容は、第一に反共活動の実績であ
（、）
り、第二に「健全なる労働組〈ロ主義」の成果としての産業協力と労働協約の実績であった。
右派的労働組合運動の指導理念としての「健全なる労働組合主義」は、政党と労働組合の関係を画然とし、労働組
合を経営体として確立する堅実性を目指すだけのものではなかった。確かに労働組合運動としての「堅実」な業績を
積み重ねる面では一定の成果を挙げた。しかし、「国情に立脚」するという運動の枠組を当初から自己に課する「健
全なる労働組合主義」は、戦時体制としての国家権力による労働力統轄の動向に無批判に迎合し、「産業及び労働の
統制」に関してはだれよりも早くその主張を展開するものであった点を誇り、産報体制におけるそれなりの位置づけ
を要求するものであった。権力機構に組み込まれた労働力統轄組織として自己を位置づける方向性が、「健全なる労
働組合主義」の内的要因として当初から包含されていたのである。そのために、労働組合の経営体としての運営面で
掌げた一定の「堅実」的な成果も、「産業及び労働の統制」の実絞を誇るための成果として政治的に位置づけられる
挙げた一定の「堅実」坐
結果となったのである。
産報体制に組み込まれた形においても労働組合の存在を確保しつづけようとした全総の発想は、どのような状況下
においても労働者階級の生活条件を最低限において擁護する組織を持続させようとした限界状況下における必死の努
力であったと評価されるべきであろうか。たとえば、先にも見た一九一一一七年の全総の大会は、「同盟罷業の絶滅」や
「産業協力委員会の設置」とともに、「現下及将来を貫く労働国策として、労働者団結権の法認並に産業及労働の統
制の即時実現を期す」という方向を「大乗的なる労働運動の基準」としていた。戦時体制下においては、「健全なる
労働組合主義」はこのような「大乗的」な方向を目指す以外に方法はなかったのであろうか。
天皇制体制下において、どのような意味においてであれ、とにかく労働組合の存在が社会的にも法的にも市民権を
獲得すること、そのこと一筋に、ひたすら、すべての努力を右派的労働組合運動の指導者達が傾けたのであれば、少
一一一九
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さらに、重要なのは、「健全なる労働組合主義」の発想の根底に、なんとかして天皇制体制下において労働組合の
存在を確保しようとする志向があったとして、そのために、「健全なる労働組合主義」が体制批判の組織や運動や原
理に対して敵対的であらねばならなかったという事実経過である。ここでは、反アナーキズムとか反共という右派的
イデオロギーの価値評価が問題なのではなく、体制内的存在を志向する労働組合主義は、それがいかに「健全」なも
のであれ、一定の政治的役割を果たさなければならないという論理である。「健全なる労働組合主義」は非政治化宣
言の形態における政治的宣言であった。体制批判に敵対するところに自己の存在の場を見出すという指導理念は、体
制擁談のイデオロギーとしての性格を持たざるを得なかった。そして、その体制擁護という大前提を持っていたがた
めに、「健全なる労働組合主義」は労働組合の存在を一切否認する産報体制に迎合せざるを得なかったし、むしろ、
産報体制を先取りする業績を持っている自らの運動経過を誇らねばならなかったのである。「健全なる労働組合主義」
が実はきわめて政治的性格を持った指導理念であり、その政治的性格のゆえに、「堅実」的な労働組合運動の成果を
政治化するだけではなく、労働組合の存在を自ら否定する要因をも内包せざるを得なかったという事実経過を、ここ
ではもっとも重視しておきたいと思う。
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○
なくともその主観的誠意についてだれもとやかくいうことはできないであろう。しかし、事実としては「我等ハ国体
ノ本義一一徹シ全産業一体報国ノ実ヲ拳ゲ以テ皇運ヲ扶翼シ泰ランコトヲ期ス」とする大日本産業報国会が成立し、労
（ｕ） 
働組ムロはすべてその存在を否認されるに至ったのであった。右派的労働組〈ロ運動の指導者達に歴史的評価を与えよう
とすれば、「産業統制‐｜を主張し、産報体制の基盤構築のため「下から」努力した彼等の結果責任を不問に付するこ
と
は
で
き
な
い
よ
う
で
あ
る
。
（１）戦前の日本労働組合総同盟を中心とする労働組合運動を「右派」系の運動ととらえることは必ずしも窓意的な表現ではな
い。運動者自身が自らの運動を「右翼」の運動として表現している例がある。日本労働倶楽部結成過程における日本海員組
合代表者・山川宗彬の発言を参照（刊行委員会編『総同盟五十年史』第二巻、一九六六年、四七五．ヘージ）。
、
、
、
、
（２）はじめ、「健全なる労働組合主義」は「健実なる労働組合主義」とも表現され、両者は混同されたまま同じ意味で使用され
ていた（その代表例としては総同盟機関誌『労働』一九一一一一一年八月の巻頭論文を参照）。「健全」と「堅実」とのあいだには
一三アンスがある。まず、日本労働倶楽部で「健全」と表現されていたのに対し、総同盟は「健実」と表現し直していたとい
うニュアンスを指摘できよう（松岡駒吉署名”労働組合主義の一歩前進“『労働』一九三一年七月、参照）。さらに内容的に
は、「堅実」が労働組合の経営体としての確立を意味するものであるのに対し、「健全」はそれに加えてイデオロギー面にお
けるある種の方向を意味するものとなっていたという意味合いを指摘できよう。総同盟の文書において、「健実なる……」
との表現は一九一一一一一一年段階においても一般的に使用されているが、本稿では、あえて「健全なる……」との表現を採用して
おくことにしたい。なお、「健全なる労働組合主義」を指導理念として提起し確立する上で、労働者出身の理論家・斎藤健
一が果たした役割を見過すことはできない。その「功績」は「総同盟史上、最高に評価されてよいもの……」とされている
（『総同盟五十年史』第二巻、二二五。ヘージ参照）。
（３）全日労働総同盟発行『同盟旬報』第四四号（一九七○年三月一一五日）が、「労働組合主義五十八年の足跡」として簡単な
労働組合主義の規定集を試みている。この『同盟旬報』の中の”健全なる労働組合主義Ⅱ戦前の総同盟の考え方“の部分が
（４）「契約がなければ労働なしという近代的な契約関係」を目指すものとして協約闘争を評価する視点については、藤田若雄
『労働組合の組織と運動』一九六一一年、一七ページ、参照。
（５）協同工場は、すでに一九三一一年において一一一一工場五○八名の規模で実現していた（『総同盟五十年史』第二巻、一一四六ペ
ージ）。協同工場は大恐慌の時代に発展した組合管理の企業であって、｜‐健全なる労働組合主義」によって特に発展させられ
た組織形態であるとはいえないようである。
（６）正確にいえば、天皇制的支配原理に対決する姿勢を示すことなく、その変態にのみ期待して市民社会状況の出現を期待す
る姿勢は根源的に矛盾的であったというべきであろう。右翼社会民主主義者の場合、大正デモクラシーの論者達のような曲
実践的労働組合主義の形成
四一
参考になる。
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折した形における天皇制との対決を試みる問題意識すら見られなかったのであり、そのような形での市民社会的原理の志向
を民主主義的価値の追求として評価することには問題があるといわざるをえない。したがって、右翼社会民主主義者が体制
内的存在を固持するがゆえに反共的立場を熾烈にせざるをえなくなったとき、その反共的立場は市民社会的原理に裏打ちさ
れるものなどではなく、単なる対抗理念としての反共主義にならざるをえなかったと見徹されるべきであろう。
（７）一九一一○年代に明確にされた総同盟の指導者達とくに西尾末広の基本発想である「現実主義」については「理論なき現実
主義」であるとの批判がなされている（松沢弘陽”天皇制体制における労働運動リーダーシップの諸類型“『社会科学研究』
第二巻、第五・六号、参照）。それとともに、同じく当時の「現実主義」の問題として、赤松克磨の理論があっても「理
念がない現実主義」が検討されている場合もあることを指摘しておきたい（拙稿”日本における「現実主義」の一典型”
『大阪経大論集』第六九、七○号、参照）。
（８）総同盟の体制批判への反抗は、無政府主義との対抗から反共主義の展開へという過程を辿っている。総同盟的「現実主
義」は、まずアナルコ・サンジカリズムと対決した。総同盟の指導者達の一時的「ポルシニヴイズム」への傾倒は、アナル
コ・サンジカリズムとの対決のために必要な過程であったとされている（『総同盟五十年史』第二巻、二二九ページ）。やが
て「現実主義」は「健全なる労働組合主義」を生み出し、その段階では共産主義との対決が主要課題とされるに至った。日
本労働倶楽部における「三反主義」が、当初は「反無政府主義」を含むものであった点をここで想起したい。
（９）総同盟は「健全なる労働組合主義」を提起する直前において特に強烈な反共攻勢を展開している。一九一一二年の第一一○回
全国大会における「反共産主義労働組合の全国的一大結成」に関する決定がそれである（『総同盟五十年史』第一一巻、一一一
六、四八○ページ参照）。この決定は、総同盟が同じ右派の日本海員組合との組織勢力上の対抗のために中間派の全国労働組
合同盟を引き寄せる必要があり、そこから提起された戦線統一の決定であったとみなすことができる。そして、総同盟とし
ては、斎藤健一というイデオローグの力によって、むき出しの反共主義によってではなく「健全な組合主義の理念」によっ
てより有効な戦線統一が可能であるとする判断から、一九三一一年に「健全なる労働組合主義」を打ち出したものと思われ
る。反共主義と「健全なる労働組合主義」とは表裏一体の関係にあったのである。そうであったからこそ、総同盟は「健全
なる労働組合主義」について、次のような内容のものであるべきであると規定していたのであった。。、労働組合を政治
闘争の動員団体視することに反対し、それ自体が独立した経済団体たることを期する（反共産主義）。一一、労働組合の経済
的直接行動を唯一の目的とする方針に反対し、団体協約、共済保険制度の如き建設的平和的な職分に忠実であること（反サ
、
℃
、
、
ンヂカリズム）。一一一、従って『政党』との関係は提携又は支持の関係を出でざること。」（『労働』一九一一一一一年八月号巻頭論文
”健実なる組合主義の徹底に進め“傍点原文のまま）。また、総同盟は「健全なる労働組合主義」の路線の下に、早くか
ら、権力機構との一定の癒着を露呈していた。争議件数の減少とか、争議解決方法の妥協性の問題とかがその現われである
が、特に争議解決にあたって「調停者」（県警・商工会議所）から多額の金銭を取け取っている例が注目される（同上、四
一一四ページ）。一九三一一一年以降、総同盟主催の日本労働学校に助成金が交付されているが、一九一一一四年度交付金の内訳は、
宮内省一○○円、内務省四○○円、同別口五○○円等であるとされている（同上、三八○・ヘージ）。
（、）いささか長文であるが、全総における反共活動と労資協調路線の「成果」に関する全総自身の総括がいかなるものである
か
を
以
下
に
示
し
て
お
き
た
い
。
「
我
等
は
当
時
共
産
主
義
の
我
が
国
産
業
労
働
の
前
途
に
恐
る
べ
き
禍
害
を
招
来
す
べ
き
を
観
取
し
、
当
時
政
府当局すら尚黙視故任せるの時、之が排盤に猛進し遂に大正十四年五月、我が総同盟より共産主義影響下の一一十七組合（後
に
日
本
労
働
組
合
評
議
会
を
組
織
す
）
約
半
数
の
組
合
員
を
除
名
す
る
の
犠
牲
を
払
ふ
に
至
っ
た
。
其
の
後
我
等
は
我
が
総
同
盟
の
陣
営
に
共
産
主義の魔手の入る余地なからしめたるのみならず、進んで友誼団体と協力し、反共の旗を高く掲げ労働立法促進委員会より
日
本
労
働
倶
楽
部
奥
に
日
本
労
働
組
合
会
議
を
結
成
し
、
我
が
国
の
労
働
陣
営
よ
り
共
産
主
義
を
一
掃
し
、
之
れ
が
健
全
化
を
図
る
た
め
に
多
く
の努力と犠牲を捧げ来った。現在我が国の産業労働界のみならず、一般国民の間に幸に共産主義を絶滅し得たる所以のも
のは、｜は政府局当の取締りと其の弾圧検挙と適正なる防共対策の然らしむる所なるが、一は産業労働の当事者たる我等が
率先始終一賞共産主義排撃のために幾多の深刻なる犠牲と努力を払いつつ穏闘し来りし賜なりと信ずる。」（九九八ページ）
「更に我等は此の間真の産業平和は、労資隻方の理解と信頼に基づく団体協約を中心とする産業協力にありと信じ、共産主
義者の破壊的妨害とその中傷と闘いつつ克く全国数十の会社工場に団体協約を締結して産業協力の実を挙げ来った。由来労
資一体と云ひ産業協力と称するも、云ふは易くして之を実現するは最も困難なる道である。我等の団体協約の如き其の不況
時
に
あ
っ
て
は
従
業
員
は
よ
く
雇
傭
主
経
営
の
苦
難
を
察
し
て
時
に
賃
金
の
低
下
を
忍
び
、
産
業
の
合
理
化
と
能
率
増
進
に
協
力
し
、
又
雇
傭
主
も労働組合の従業員の統制指導に時に困難あるぺきを察して之を忍び、即ち労資隻方が完全なる理解と信頼殊に深き思いや
りと強き忍耐を以って築き上げたるものであって、労資が各自の職分と立場を理解せる上に打ち樹てられたる労資一体の組
織なりと信ず。」（九九九ページ）
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一九五○年代後半以降のわが国の労働組合運動の経過において、目下のところ、もっとも注目されるべきはいわゆ
る「春闘」といわれる運動形態であろう。例年、賃金闘争を主内容とする産業別統一闘争が大規模に展開され、「総
資本対総労働」の対決の結果としての平準化された妥結額その他の成果を獲得している。戦後の日本の労働組合は
「企業別組合」であり、したがって戦後の日本の労働組合運動の主要課題は「企業別組合から産業別組合への転換」
（１） 
であるとされてきたが、「春闘」方式こそ、一見、企業別組合を産業別労働組〈ロへ転換させる方向性を明確に示して
いる運動方式のように見受けられる。
たとえば、隅谷三喜男氏の評価によれば、「春闘」は、「寡占企業と寡占間競争」という一九五○年代後半の日本独
占の新たな段階に対応する運動形態であり、「迂回作戦」ではあったが産業別統一闘争として企業別組合の弱点を克
実践的労働組合主義の形成
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（、）大日本産業報国会の理念について、大河内一男氏は「ナチスの『労働戦線』に対応する日本型の労使一体組織の理念」で
あり、「いうまでもなく、これは、特高響察と、憲兵の強権によって、さらに、若干の公認の皇国思想家の一団や、日本主
義的観念論者の狂信的文筆活動によって支えられていたが、そこにはもともと、働く労働者の自主性のひとかけらも見られ
なかったのである」としていた（『戦後日本の労働運動』一九五五年、三一・ヘージ）。しかし、最近の大河内氏は、第一次大
戦後の大企業における生涯雇用制、年功賃金制、工場委員会制の確立と第一一次大戦後における企業別組合の形成とをリンク
させる媒体として「産報の果した思われざる機能」を評価する視点を打ち出すようになっている『暗い谷間の労働運動』
一九七○年、二一一ページ）。経済主義としての労働組合主義をあるべき労働組合運動の姿とする立場から戦前の総同盟の運
動全体を評価してやまない大河内氏の場合、総同盟の産報に対する迎合的な姿勢は、「産報の果した思われざる機能」の評
価
と
と
も
に
容
認
さ
れ
、
肯
定
さ
れ
、
評
価
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
三、「実践的労働組合主義」の理念
しかし、われわれとしては、「春闘」のそのような。応の成功」の裏面に、次に述べるような側面が存在してい
る事実を無視することができないであろう。すなわち、隅谷氏も認めているのであるが、「春闘」方式の指導理念と
なっているものは、いわゆる「日本的労働組合主義」の宣言である。いうまでもなく、「日本的労働組合主義」は、
日本労働組合総評議会（略称、総評）の指導的メンバーによって公けにされた総評のいわゆる「太田・岩井ライン」段
階における指導理念である。そして、「春闘」方式が、右派系労働組合とくに全日本労働組合会議（略称、全労）の賃
金闘争を総評側に引き寄せるものであったとしても、逆に、「日本的労働組合主義」の宣言は、総評が右派系労働組
合における伝統的な指導理念である労働組合主義をついに認めたことを意味するものとなっているのである。しか
も、本稿ではその分析を割愛せざるをえないが、戦後における労働組合主義は必ずしも産業別労働組合のあり方を第
一義的に労働組合運動の課題とするものではなくなっている。「春闘」方式が、果たして、たとえ「迂回作戦」とし
てではあれ、企業別組合を産業別労働組合へ脱皮させる課題の解決策として成功しているか否かの評価については、
われわれとしてもう少し慎重にならざるをえないであろう。
一九六○年の初頭、総評主流派を構成する労働者同志会によって、日本における労働組合運動の基本的あり方を示
す方針書として声明されたのが”労働運動の前進のために”と題する文書であり、その内容としての「日本的労働組
合主義」の宣言であった。そこでは「経済闘争をじくにして組合権の確立をはか（る）」という方向が、総評主流派の
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働
組
合
主
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成
四
五
服しようとする試みであった。しかもその試みは。応の成功」を収め、六○年代においては右派系労働組合の賃金
闘争も「春闘」に呼応して展開されるようになり、「春闘」は「実質的に日本の労働組合の総力をあげての賃金闘争
（２） 
となった」のである。
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「原則」である点が確認されている。ただし、この原則の確認は、右派系労働組〈口述鋤の路線としての労働組合主義
の承認でなく、むしろ、右派の路線に対する批判者の立場を明らかにするものである点が強調されている。労働者同
志会によれば、わが国の労働運動においては、経済闘争を発展させる中で民主的権利を確立し政治的な壁を打ち破る
心要があるのであり、政治的な壁を打破する必要性を認めるところに「日本的‐｜な労働組合主義が成立するとされて
いるのであった。一応は、右派系労働組合連動における経済主義的組合主義の路線と異なるものとされているのであ
る。「この方式は、社会的条件の全然ちがう中で、西欧的な組合主義をとうしゅうしている全労の組合主義とは根本
（３） 
的に異なる日本的の新組〈ロ主義である。」
総評主流による「日本的労働組合主義」の宣言は、その後、あまり注目されているようには思われないが、おそら
くは一九七○年代における労働戦線再編運動のひとつの基点として、その意義は今後大いに評価され、あるいは検討
されるものとなるであろう。今日のところでは、「日本的労働組合主義」について、たとえば「経済闘争から政治闘
争への一方通行のエスカレーター論」であり、総評と全労が実際にはそれほど違った路線を歩む労働組合運動ではな
（４） 
ぃことを一示すものである、というような分析がなされている例があることに注目しておきたい。そして、ここでは、
「日本的労働組合主義」にどのような評価を与えるかはさておき、「日本的労働組合主義」がどのような契機で宣言さ
れたものであったかという事実経過の確認を行ないたいと思う。経過としては、「日本的労働組合主義」は右派的労
働運動への同調宣言となっているのである。
一九六○年一月、民主社会党の結党大会の前日、「西尾新党」に対する批判的見解を明らかにする結語をもって発
表された文書が「日本的労働組合主義」の宣言であった。その意味では「西尾新党」の出現による総評系労働組合内
部の動揺を抑えるための宣言であったとみなせる。しかし、次のような事実経過もあるのであった。すなわち、社会
党から西尾派の離脱が決定した直後、一九五九年一○月、国鉄労働組合内部のいわゆる新生民同グループは、国鉄労
組本部に対し「経済要求に主体をおいた組合運動」への転換と「西尾新党」に対する支持要求の申し入れを行なって
いる。この申し入れに対し、国鉄労組の主流派は、総評主流派を構成する労働者同志会に「統一と団結を守る立場か
ら民同左派としてこの事態に対処すべき方針を打ち出すよう」にとの要請を行なったのである。そこで、労働者同志
会が検討を重ね、総評の太田薫議長や岩井章事務局長、宝樹文彦全逓副委員長等が起草者となって発表したのが”労
（５） 
働運動の前進のために”であり、その内容としての「日本的労働組合主義」の提唱であった。
「日本的労働組合主義」は、経済主義とは一線を画した意味における労働組合主義を承認している。しかし、いわ
ゆる新生民同グループの要求が「総評及び国鉄労組は、過去の誤れる運動方針を転換し、経済要求に主体をおいた組
合運動をすること」を第一に掲げるものであったのに対し、「本来社会党が担当すべき政治的任務の相当部分を総評
が代行しなければならなかった条件にあった」ことを認め、いかなる意味にせよ、労働組合運動にとって「経済的闘
争をじくにして……」闘うことが第一の任務であることを認めた「日本的労働組合主義」は、運動の原則について、
（６） 
右派的労働組合運動の要請を受け容れたものであったことは否定できない事実であった。
ところで、「日本的労働組合主義」が右派的労働組合の運動の原則に関する要請を、原理的には認めたものであっ
たにもかかわらず、この「日本的労働組合主義」について、右派を代表する労働組合である全労会議は、肯定的な評
価を与えなかった。すなわち、「元来労働組合主義について日本的とか西欧的とかいうものはない」と全労会議は反
駁している。「経済活動を組織目的として結成されている労働組合本来の性格に立脚して行動するのが組合主義の建
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前」なのであって、その具体的な闘争方法に「色々な形があるのは当然」なのであった。とくに注目すべきは、全労
（７） 
会議が、「・・・…組合主義は、労働組合の行う正当な政治活動を否定するものでもない」としている点である。総評が
労働組合主義を容認しながら、労働組合主義は必ずしめ経済主義を意味するものでないと主張したのに対し、右派系
労働組合を代表する全労会議は、本来、労働組合主義は政治活動を否定するものではなかったと答えているのであ
る。戦後の右派系労働組合が、戦前の総同盟や全総の伝統を受け継ぐものであるのならば、その指導理念は「健全な
る労働組合主義」のはずである。そこからどうして、組合主義について、「正当な」という限定をつけた上でのこと
にせよ、「政治活動を否定するものではない」などというとらえ方がでてくるのであろうか。
実
は
、
戦
後
の
右
派
系
労
働
組
合
の
運
動
展
開
の
過
程
に
お
い
て
、
そ
の
指
導
理
念
は
大
き
く
変
質
し
て
い
る
の
で
あ
っ
た
。
確
か
に、戦後、総同盟が再建され、しばらくの間は、右派系労働組合の指導理念は「健全なる労働組合主義」と同質の経
済主義的労働組合主義であった。しかし、やがて、右派系労働組合における労働組合主義は、「健全なる労働組合主
義」の特徴点である政治に対する消極的な姿勢を変貌させていったのである。その変貌は、時期的には五○年代の後
半から顕在化し、六○年代の前半において明確になっているように思われる。
一九五二年に、総評の内部から、いわゆる「四単産批判」が発生し、一九五三年の全国民主主義労働運動連絡協議
会（略称、民労連）を経て一九五四年の全日本労働組合会議（略称、全労会議）結成に至るのであるが、その経過につい
てここで述べる必要はないであろう。全労会議は一九六二年に全日本労働総同盟組合会議（略称、同盟会議）に改組
（８） 
し、同盟会議は一九六四年に全日本労働総同盟（略称、同盟）に改称されている。この間、労働組〈ロ主義の理解につい
て、次のような注目すべき変化が生じているのである。労働組合と政党との関係をいかにとらえるかという一点につ
、
、
五○年代前半の民労述段階においては、政党との関係については峻別が強調されていた。それが六○年代前半の同
、
、
腿会議の段階では、政党‐との関係について協調が強調されているのである。右派系労働組合の内部において、労働組
合主義の理解は、このように変質しているのであった。この変質を過渡的に表明するものは、一九五九年に発表され
た全労会議の”憲章“である。”懲章”においては、労働組合の「政党化した行動」を排撃する立場を明確化しなが
（、）
ら、同時に、一定の「政治的目標」と－１政治的欲求」の実現のための獄極的取組を課題とする視点を提一示している。
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（９） 
いて、その変化弁］見ることにしたい。
民労連”実践綱領“（部分）一九五一一一年二月
ｏ労働組合は資本主義的社会の中にあっては、経済活動の分
野に主要任務を極く労働者の組織である。
Ｏ労働者を圧制から真に解放するためには、労働者階級を中
心とする政権を硫立し、社会主義社会の建設にまで進むこ
と
が
必
要
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
こ
の
政
権
の
耀
得
は
、
労
働
組
合の直接的任務として扱わるべきものではな（い）。
Ｏ労働組合は……同じく労働者に基礎を置く大衆組織であっ
て
も
、
政
党
と
は
そ
の
機
能
と
性
格
を
全
く
異
に
す
る
も
の
で
あ
る。
”同盟会議の運動の原則と目標“（部分）
’九六二年四月
ｏわれわれは、民主主義のもとに、進歩と繁栄と社会主義を
実現することを、自由にして民主的な労働組合の原則とし
て確認し、同盟会議は、この自由にして民主的な労働組合
を構成員とする。
・われわれは、国民経済の継続的な繁栄をもたらすために、
産業社会の近代化を促進し、生産性の向上に関する有効な
企画をたて、その実践活動に進んで参加し、産業民主主義
の徹底を期する。
・われわれは、経済的分野における労働組合の機能を十二分
に発椰するため、それに必要な社会的あるいは政治的な諾
活動を穣極的に推進するとともに、この目的に合致する政
党と協力する。
も
し
、
労
働
組
合
主
義
が
、
政
治
的
な
る
も
の
を
い
っ
さ
い
否
定
し
た
立
場
を
求
め
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
そ
れ
は
サ
ン
ジ
カ
リ
ズ
ム
に
な
（、）
らざるをえない。わが国の労働組〈ロ主義は、サンジカリズム、とくにアナルコ・サンジカリズムを否定する「現実主
義」の立場を立脚点とするものであった。したがって、戦前における「健全なる労働組合主義」も、けっしてサンジ
カリズム的意味において政治とのかかわりを峻拒するものではなく、せいぜい、社会主義的政党との組織的混同を避
け
る
意
味
で
政
治
の
拒
否
を
行
な
っ
て
い
る
に
ほ
か
な
ら
な
か
っ
た
。
すでに戦前の「健全なる労働組合主義」の展開過程において、実は、政治との結び付きが積極的に求められている
若干の動きが顕在化していた。「健全なる労働組合主義」が体制批判としての政治を斥けるがゆえに、逆説的に体制
謎持のイデオロギーとして露骨な政治的役割を果たさなければならなかったというだけではなく、たとえば総同盟と
しては、一九三一年に労働組合法制定を強く政府に求める動きを示し、その動きの延長線上に「健全なる労働組合主
謹」の設定があったのであった。また、一九三一一一年に総同盟は、「労働行政の一元化」「大産業の国家管理」「中小産
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○
政治とのかかわりは、必ずしも消極的な意味においてのみ理解されているのではなかった。
「健全なる労働組合主義」は、五○年代後半の全労会議段階で、徐々にその内容を変質させていた。したがって、
総評主流派の「日本的労働組合主義」が経済主義的労働組合主義を批判しつつ、政治との積極的なかかわりを認める
労働組合主義を宣し、それを新たな労働組合主義であると提示したとき、全労会議は、そもそも労働組合主義は政治
とのかかわりを否定するものではなかったとする論理において、「日本的労働組合主義」の意義を労働組合主義なる
言葉の解釈の面においても、さらに「日本的」な労働組合主義の提起の面においても、二重の意味で否認したのであ
った。
業の組合組織化」等を内容とする「産業及び労働の統制に関する建議」を政府に対して行なっているが、このような
（皿）
「建議」は「健全なる労働組合主義」の原理と矛盾することなくなされているのであった。
戦後の右派系労働組合運動の経過においても、経済主義的な労働組合主義の展開過程において、労働組合機能と社
会主義政党機能との混同が厳しく排除されるぺきであるとする基本姿勢の明示が一貫してなされていたにもかかわら
ず、右派系労働組合の独自的な運動展開過程においては、政治との密接なかかわりがむしろ目的意識的に追求されざ
（、）
るか一えない事実経過が一示されている。たとえば、戦後に再建された総同盟の役員は、反共民主化同盟の運動を展開し
た中心人物として政治的な役割を果たしていただけでなく、その多くが国会議員となっているという事実がある。あ
るいは、総同盟なり全労なりの立場として、社会党右派、右派社会党、民主社会党の活動を積極的に支援しなければ
ならないという政治課題につねに直面せざるをえない事情があった。単に選挙活動などの面で支援するだけではな
く、左・右社会党の統一や民主社会党の発足などについては、支持団体の判断として、消極的見解または時期尚早説
などを公けにするなど、きわめて明確な一定の政治的動きをとらなければならなかった。日米安全保障条約の締結や
改訂に対しても、その都度、特定の政治的決断をなさねばならなかった。全労の内部においては、早くから安保条約
承認論が強く示されていて、労働組合の動向がひとつの政治的潮流の基底になっている事実すら、そこには見出す
（皿）
ことができるのである。右派系労働組合の唱える労働組合主義が、政治とのかかわりに薇極的な姿勢弁｝示すに至るの
は、以上のような経過からしてきわめて当然のことなのであった。
ところで、戦前の「健全なる労働組合主義」が、あるいはその延長線上にあった戦後の右派系労働組合運動の指導
理念が、実は政治とのかかわりを全面的に否定するところのない労働組合主義であったとして、その政治とのかかわ
実践的労働組合主義の形成
五一
以下に紹介するのは、総評の中にあってもっとも積極的な労働戦線統一派として活動している日本鉄鋼産業労働
組合連合会（略称、鉄鋼労連）の「有志」がまとめた「実践的労働組合主義」の内容である。ここではまだ労働組合主
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りは、一九五○年代後半における労働組合主義の公然たる「政治化」の内容とは微妙な違いを示すものであった。
「全労↓同盟」の路線において、また中立系の組合をも含む労働戦線統一派の路線において、積極的政治主義とでも
いうべき内容を持つ新たな労働組合主義が形成され、それは七○年代においてはほぼ完成された姿をもってわれわれ
の目の前に現われるに至っている。一九七○年代において必須とされている労働戦線統一のこれまでの経過を述べる
ことは本稿の目的ではないのでここでは省略させていただく。ただし、次の三点だけは確認しておきたい。第一に、
民間労組を主体に「地方民労協」的形態で進行している戦線統一の動きは、あくまで新しいナショナル・センターの
榊築を目標とする動きであって、「全国民労協」の結成それ自体が目標とされているのではないことである。第二に、
労働戦線の統一が野党再編の動向と結び付き、当初こそ、両者の間でイーーシァテイーブ争奪の微妙な動きが見られた
が、やがて労働戦線統一が先行すべきであり、野党再編の基盤榊築の意義を労働戦線の統一が担っている点がほぼ承
認
さ
れ
る
に
至
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
「
民
労
協
」
や
「
全
民
懇
」
に
よ
っ
て
主
導
さ
れ
る
労
働
戦
線
の
統
一
が
、
新
しい革新政党を生み出すための策動にほかならないことを意味する。第三に、以上のような労働戦線統一の動きにお
いて、一九七一年九月の戦線統一拡大世話人会の決定以来、右派系労働組合と統一戦線推進派の労働組合によって、
一九七○年代の労働戦線統一の指導理念は「実践的労働組合主義」である点が明確にされていることである。この
「実践的労働組合主義」こそ、戦後においてようやく明確化した、積極的な政治主義的労働組合主義の宣言にほかな
ら
な
い
も
の
で
あ
っ
た
。
義一般として述べられているが、鉄鋼労連有志の考え方こそ「実践的労働組合主義」をもっともよく示しているもの
（巧〉
であると思われる。”労働組合主義とは“（部分）
一九六八年六月鉄鋼連絡会議
労働組合主義は理論的に体系づけられた学説ではありません。極めて実践的な述助の中から理念として生まれてきた未完成の
哲学です。労働組合主義を新しい哲学に完成させるためには今後なお、かなりの歴史を必要とするでしょう。したがって労働組
合主義を標ぼうする労働組合主義者による労働運動の実践過程における試行錯誤の繰り返しの中から創造され、発展し完成され
てゆくのです。それ故に労働組合主義は無限の可能性をもつ輝大な哲学であることを自負できます。
人権の尊重、福祉社会の建股
ｏ労働組合主義は議会制民主主義を堅持する立場から労働運動を通じて現行資本制社会の改良による福祉社会の建設を目標にし
ｏ労働組合主義は政治活動ないし政治闘争を否定しません。また政党、政治の育成強化につとめます。
ｏ政党と労働組合の関係は相互の自主性を確立し問題別に必要があれば特定政党との協力による政治活動を展開します。
Ｏ労働組合主義は全体主義と議会制民主主義を破壊する共産主義並びにこれに同調する勢力とは対決し協力を拒否します。
労働組合の社会的基盤の拡大
ｏ労働組合主義は労働組合の社会的地位の向上を目ざし、その基盤の拡大を図るためにつとめます。
Ｏ労働組合主義は階級闘争に反対します。階級闘争の目標は社会革命におかれ労働組合は一定の段階で革命のための動員部隊に
Ｏ労働組合主義は今日の日本の体制を混合経済体制として位圏づけ、労働組合は経済政策に対する主張と見解を確立し、これを
生かして漸進的改良をはかってゆく立場から階級闘争に反対します。
一上一一一
実践的労働組合主義の形成
政党と労働組合
まず。
位置されます。
階級闘争に反対
実
践
的
労
働
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形
成
五四
政治主義的とでもいうべき労働組合主義のとらえ方は鉄鋼労連有志だけが行なっているのではなかった。一九七○
年一月、総評民間単産会議の名前で発表された”提言“は次のようにいう。「日本の企業組合の体衝的な弱さを克服
、
、
、
、
、
も
し（官民を問わず）労働組合運動をその原点にかえさねばならない。この一」とは、従来いわれてきたいわゆる『組合
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
主義』ではなく、最近一部でとなえられている経済主義と同義語でもなく、また反政治主義でもない。それは組合運
動の独立性、自主性を確立することである」（傍点引用者）。また、総評の外部から戦線統一の「第一次起爆剤」たるこ
とを志向した全国主要民間労組委員長懇話会（のち「主要」をとる。略称、全民懇）は、一九七○年一月、発足にあたつ
、
、
、
、
て”労働組合主義についての主旨メモ”を発足し、そこで「労働組合主義は、経済闘争を主任務とするが、政治闘争
も
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
（咽）
を否定するものではない」（傍点引用者）と明一言した。全民懇を「起爆剤」として利用し、誕生したのが鉄鋼労連、全
鉱、電機労連等六単産の代表による戦線統一世話人会（一九七○年二月）であった。そのあと、一七単産を予定した戦
線統一発起人会の発足が破産したため、上記六単産による世話人会を幹事団とし、新たに二単産によって構成され
たのがいわゆる拡大世話人会二九七一年一一月）である。そして、この拡大世話人会が決定した統一路線が「実践的労
（Ⅳ） 
働組〈ロ主義」なのであった。
ｏわれわれは全的統一を前提にするが、産業榊造の変化に直面し、共通課題と運動について新しい力の結集を必要とする民間労
働組合の統一をまず成功させる。
目
標
と
す
る
運
鋤
の
基
鯛
紀
綱
の
汗
”統一路線に関する肘麟賦案“（部分）
一九七一年九月戦線統一拡大世話人会
今日では、もはや、労働組合主義が戦前の「健全なる労働組合主義」的意味合いで考えられることはほとんどなく
なっている。たとえば、富士製鉄広畑労組組合長、松下電器産業労組書記長、八幡製鉄労組副組合長、日立造船労組
委員長など主要な独占的大企業の労働組合の指導者達が「労働組合主義は経済主義か」というアンケートに答えている
例がある。答えは、「政治活動否定ではない」「ウエイトのかけ方の問題である」「賃上げ団体であってはならぬ。国
の政策にチェックをかけろ」「経済の範嬬にとどまるものではない」等々、労働組合主義は経済主義に限定されるも
（超）
のではない、とする回答がほとんどすべてであった。
ところで、戦後の右派系労働組合の動向において、「実践的労働組合主義」はいかなる背景といかなる契機で明確
化されるに至ったのであろうか。戦前および戦後一九五○年代までのの総同盟的労働運動の担い手を中・小企業にお
ける熟練職工とすれば、最近の全労Ⅱ同盟的労働運動の担い手としては、いわゆる「新しい労働者階級」または「グ
レイ・カラー」などというイメージで把握が試みられている労働者階級の新しい階層的形態が問題にされざるをえな
い。全労Ⅱ同盟路線の基盤としては、臨時工や社外工との関係で特権階層化した独占的大企業の本工上層という把握
（⑬） 
が的確であるように思われる。
実践的労働組合主義の形成
五
五
・政党との関係について。Ⅲ政策の一致を基本として、革新政党と協力関係をもつ。②政党と労組とは、相互不介入の原則に
立つ。側各単産の政党支持は、各単産が自主的に決める。
ｏ国際活動について。国際公正労働基準の碓立、悶発途上国への協力、国際緊張の緩和など、世界の平和と繁栄に寄与する瀦問
題に対し預極的に取り組む。
ｏわれわれは諺実摩
運勁を推進する。 実践的な労働組合主義を基本として、労働者の生活向上と、今日的諸矛盾に対し主体的に取り組み、近代的労働
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五六
運動史の次元で問題をさらに追究すれば、「実践的労働組合主義」の出現契機としては、右派系労働組合運動にお
ける「産業協力」の問題が注目されることになる。そもそも、労働組合主義が積極的に「政治化」する媒体契機とな
るものが「産業協力」なのであった。「産業協力」政策の採用は、労働組合として、政治権力との何等かの形での結
び付きを求めさせることになる。戦前の総同盟や全総において、産業協力の基本路線が、たとえば労働組合法制定の
要請、「労働及び産業統制」の建議、「労働国策」の提議等を生み出してきた事情はすでに検討したとおりである。戦
後の右派系労働組合運動においても、ある段階まで、戦前の総同盟や全総におけると同じような意味内容で「産業協
力」路線が採用されていた。しかし、ある時点以降、右派系労働組合における「産業協力」路線はそれまでのものと
は意味内容の異なるものとなっている。たとえば、第二次世界大戦終了直後の総同盟の「産業協力」と、一九六○年
（幼）
代における同盟会議の一員としての総同盟の「産業協力」との対比を行なえば次のとおりである。
”生産危機突破産業復興運勘’について
の決繊（部分）
総同盟拡大中央委員会
一九四六年五月
目標
ｏ労働組合の企業参加を促進し労働階級の創意と協力とを通
じて、「産業の民主化」と全産業的、国家的「計画経済」
への具体的前進をはかること。
。そのために、労働協約に基ずく経営協蟻会を基礎とする中
央機関を創設すること。
具体的活動目標
”産業民主主溌の推進”に関する運動
方針（部分）
総同盟第十七回全国大会
一九六二年一○月
対外的諸活動
ｏ民主社会主義政治勢力を拡大するために、民社党の勢力拡
大をはかり、産業民主主義発展の基盤の拡大に努める。
ｏ日本生産本部が果たして来た近代的労使関係確立への努力
を商く評価し、これと協力して、さらに産業別、業種別労
使会議などの実現を期する。とくに貿易自由化を目前に
したり、日本産業のおかれた位置の重要性にかんがみ、全
右派系労働組合の「産業協力」の内容が、一九六○年代においては、生産性向上運動への参加、産業政策立案、国
、
、
、
、
、
、
、
家機関への菰極的関与などによって、より具体的になるとともに、大きな動向としては、企業参加の段階から国政参
加の段階へ飛躍を目指すものとなっている点が、右の比較において明らかであろう。産業協力が企業参加の段階にぁ
ｑ
 
る時点での労働組合主義は「健全なる労働組合主義」であり、産業協力が国政参加の段階へ飛腿をはかる時点での労
働組合主義が「実践的労働組合主義」となっているのである。そして、国政参加を求める「実践的労働組合主義」に
おいては、労働組合運動の政治とのかかわりが積極的に容認されざるをえないのであった。
もっとも、厳密にいえば、戦前における「産業協力」の目指すものが、すでに「産業民主主義」論の立場からする
国政参加を意味するものであったという事実がないわけではない。たとえば総同盟の指導者。松岡駒吉は、はじめ
「工場内に産業民主主義を採用せよ」（『労働」一九一一一一年五月号巻頭論文”中小工業と団体協約“傍点引用者）としていた
、
、
、
、
が、やがて「労資協調」を一」えた「産業協力」を主張するようになる。すなわち、「労資協調」主義とは「温情主義」
であり、そこには「その工場なり、会社なりに限られた狭い意味しか含れて居ないかの如くである‐｜と松岡は考える。
そして、松岡は、もはや「労働組合を公認して、これと協力するところの進歩的政策」が必要なのであり、「経営者も
五
七
実践的労働組合主溌の形成
ｏ労働協約運動の普及徹底、労働組合の企業参加の促進。
ｏ計画経済に基ずく日本産業機構の根本的な再組織。
ｏ中央・地方の「産業復興会議」の確立。
組織活動方針
ｏ組織単位を経営協議会とする。……経営者と労働組合代表
とからできた機関を単位とする。
国的規模における労使会議の設置を要請する。
ｏ国の産業政策、経済政策に関する各種審議会などへの労働
組合代表の参加を促進し、かつ審議会の権限を強化する。
また、産業民主主義の実現に必要な機関を労働組合の代表
を加えて新たに設置させる。
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亦労働者も、国民経済全体を常に念頭に置いて進んで行かねばならぬ時代である」と判断するのであった。「国民経
済全体」を念頭におく労働組合運動のあり方は、「労資協調」ではなく「産業協力」とするのが「最も適当」である、
と松岡はいう（『労働』一九一一一一一一年四月号所収”産業協力の徹底に邇進せよ“）。しかし、戦前の労働運動を通じて、ついに松
岡のいうような意味での国政レベルにおける「産業協力」体制は実現しえなかった。戦時下労働力統制政策に積極的
にコミットする方向で松岡は「産業協力」論を展開していったのであるが、それはついに権力と資本によって受け容
れられることがなかった。そのため、戦前と戦後直後の総同盟において「産業協力」は全国レベルにおける経済プラ
ンを問題にする意図を示しながらも、基本的には「工場内産業民主主義」論の段階における「企業内産業協力」体制
を志向するにとどまっていたのである。六○年代の総同盟が「産業社会」における産業別ないし全国規模の「産業協
力」路線を打ち出したことは、戦前の総同盟における「産業民主主義」と「産業協力」に対する悲願がようやく達成
される見通しを与える条件が、戦後の六○年代に出現したことを意味するといえよう。
戦前の「健全なる労働組合主義」の段階においても、戦後直後の右派系労働組合運動においても、労働組合と政党
、
、
、
、
、
ないし政治とのかかわりは峻別を基調とするものであった。それにもかかわらず政治とのかかわりは運動の実態にお
（皿）
いて否定し去られるものではなかった。しかし、「全労↓同盟」段階以降、明確化され、七○年代において「実践的
、
、
、
、
労働組合主義」として確定された新しい労働組合主義においては、政治との協調関係が公然と、積極的に容認される
ものになっている。ただし、この場合、次の点が見落されてはならないであろう。すなわち、たてまえとして否定さ
、
も
れながら実態的にかかわざるをえなかった政治と、今日、たてまえとして肯定され、むしろ積極的に志向されている
、
、
政治の内容が質的に異なっている点である。「実践的労働組合主義」において志向される政治とは、かつてたてまえ
としてかかわることが否定された政治が体制内政治として変質されたもの、いわば括弧でくくられてしまった政泊に
ほかならないのである。それは、「産業民主主義」的政治にほかならないものである。
最後に、もう一度、「春闘」との関連で付言すれば、戦線統一拡大世話人会の”統一路線に関する討議試案“が率
直に表明しているように、「実践的労働組合主義」を基本とする一九七○年代における労働戦線の統一は、民間労組
の統一が先行する形態で進行するものとされている。それはなぜかといえば、「産業構造の変化に直面」している独
占企業労組において「共通課題」が与えられているからであった。
「産業構造の変化」に伴なう「共通課題」の発生については、次のような分析がなされている。すなわち、戦線統
一の推進母体として「全民懇」などが出現する背景としては、賃金決定機構において大手大企業連の主導する大産業
別共闘組織が成立し、鉄鋼・自動車・造船重機などの部門において賃金標準化の一定の傾向が見られるのであった。
（四）（型）
産業構造の高度化に伴なって大企業連主導の犬単産共闘が可能となってきているのである。
隅谷三喜男氏の表現によれば、春闘には「寡占体制の論理」が貫かれていた。総評は全民懇。ヘースの戦線統一につ
いて「官民分断」であるとともに「産業別結集を企業ごとに分解再編」するものであると批判している二九七一年一一
月、総評幹事会）。しかし、「春闘」が「寡占間競争」に対する「組合運動の対応の論理」（隅谷氏）にほかならない以
上、「春闘」的産業別統一闘争は、「寡占体制の論理」に意識的に対応する「実践的労働組合主義」の運動方向に対し
根底的に対抗する論理となっていないのであり、そこに七○年代におけるナショナル・センターの再編動向のひとつ
の現実的基盤があるといわざるをえない。
（１）第二次世界大戦後におけるわが国の労働組合の組織形態について、いわゆる「企業別組合」という規定を与え、戦後の労
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六
○
働組合運動の課題を「企業別組合から産業別組合へ」という方向においてとらえることは、最近の精綾な「賃労働の理論」
の方法による諸分析の結果、労働経済学的には、きわめて問題点の多い把握といわなければならないものになっているよう
である。すなわち、「企業別組合」は、あるいは「企業別本工組合」ととらえ直されるべきであるとか、独占段階において
は
「
企
業
別
組
合」が常態化される傾向があるとか、または、産業別組合を労働組合の「理念型」にすることはできないと
か、理論的に鋭い、しかもかなり実証的な裏付を持った問題提起が陸続として提起されており、今日では、「企業別組合か
ら産業別組合」へというような脱皮論は、安直に問題点として設定できなくなっているようである。しかし、最近のいわゆ
る労使関係論的な数多くの問題提起には、共通してひとつの特徴点があるように思われる。それは、労働問題がインターデ
、
、
、
、
イシプリナリーな接近を必要とする問題領域であることを認めながら、実際には労働問題の科学的把握は経済学の理論と方
、
、
、
、
、
、
、
法の適用によってのみ可能であるとする限定された視点をとっている》」とである。労働問題に対する経済学的接近は、確か
に基本的な意義を持つものといえようが、労働問題が現実の社会現象として特定の学問領域ではなく問題領域であるなら
ば、それへの接近はあくまで多面的でなくてはならないはずである。日本の労働運動史が示しているように、産業別労働組
合への志向は労働組合運動の誕生と同時に明確にされ、労働組合運動が存在する限り、産業別労働組合に対する一定の志向
は、どの系統の運動の例をとってみても、かつて消えていたことはなかった。産業別労働組合への志向は赤色労働組合主義
が
も
た
ら
し
た
も
の
で
あ
る
と
す
る
主
張
が
あ
る
が
、
そ
の
よ
う
な
主
張
は
戦
前
の
労
働
運
動
史
を
無
視
し
た
暴
論
で
あ
る
と
い
わ
ざ
る
を
え
な
い。日本の労働運動史において、産業別労働組合への志向が、戦前から一貫して強烈であったという事実は、産業別労働組
合が、単なる労働組合の典型的な組織形態として追求されてきたものではないことを示している。たとえば、戦前の右派的
労働組合運動において、天皇制に対する根底的な対決が避けられている場合にも、マルクス主義と異なる思想原理が運動の
理念として確定されず、「民主社会主義」や「福祉国家論」が指導理念として形成される前の段階においては、「労働階級の
完全なる解放」とか「資本主義の根本的改革」「新社会の実現（あるいは建設ごなどの方針が産業別再編論と共に掲げつづ
けられていた。一例であるが、一九三一一年の総同盟大阪連合会の大会では、大会スローガンの「社会主義建設」が「当局に
よって抹殺」されているのは「非常識も甚だし巴とする復活動議が出され、「議長に一任」と決定されている「労働』一
九三三年一月、一八ページ）。あるいは「現実主義」が唱えられ、あるいは「健全なる労働組合主義」が唱導されたのは、
運動の具体的方向として体制内に定着する労働組合運動が志向されたことを示すとともに、たてまえとしての「解放」ある
（２）隅谷三喜男、前掲『日本の労働問題』所収、”産業別統一闘争の構造”参照。および、同氏による『ニーークな通史『日本
労働運動史』一九六六年、第七章”寡占体制の確立と労働運動“を参照。
（３）労働者同志会”労働運動の前進のために”（労働省編『資料労働運動史』昭和三五年版、七九一’七九三ページ）。
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一ハー
いは「変革」に現実の運動をリンクするための媒体概念としての役割を果たすためであったという思想構造が想起される．へ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
きであろう。日本の労働組合運動は、事実として産業別労働組合への脱皮の方向に一定の政治理念としての意義づけを与え
てきたのである。右派的な労働組合運動においてすらそうであった。戦前のわが国における労働組合運動のエートスを求め
るならば、そこにあるのは、屈折した形においてではあってもまぎれもない「変革」のエートスではなかったかと思われ
る。産業別労働組合への志向の根底に、どのような意味においてであれ「変革」のエートスがただよっていたという事実を
、
、
、
、
見落してはならないであろう。そして、｝」の「変革」のエートスは、労働組合を労働力商品の売手組織ととらえる基本的把
、
握に限定される視点からはすくい出す｝」とのできない存在であるように思われる。第一一次大戦直後のわが国の労働運動にお
いても、状況は同じようなものであったといえる。戦後の労働組合が企業別組合の形をとり、会社組合化する危険性を多分
に備え、労働組合とはいえない組織的欠陥を基盤とするものであることが自覚されたとき、そこからの脱出の方向が産業別
労働組合の構築というスローガンで明確にされた。その際の産業別労働組合への志向は、より階級的立場を明確化する組織
形態の模索を意味すると同時に、単にそれだけではなく、産業別労働組合の構築という方向において労働者階級の対自的階
級としての完成度を高めたいという基本的志向性が作用していた点を見なくてはならないと思われる。政治意識の次元で問
、
、
、
、
、
、
、
、
、
題をとらえれば、労働組合は、文字どおり、労働階級にとって主要な階級的自覚の場であり、学校である。もう一度、繰り返
していうならば、労働組合を、労働力商品の売手組織として規定することは、厳密な意味で経済学的であり基本的把握であ
るかもしれないが、それだけでは、労働組合が政治意識の面で果たす役割を見落すことになる。最近においては、繊穫の企
業別組合を実態的には工場委員会的なものとするとらえ方が一般化しつつあるようである。したがって、「企業別組合から
産業別組合へ」という脱皮論は、とらえ方によっては工場委員会と産業別組合の関係をいかにとらえるかという問題になる
、
、
、
可
ようである。その場合にも、産業別労働組合がもっとも典型的な労働組合の組織形態として追求されるだけでなく、産業別
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
労働組合という組織目標の追求過程において、労働者階級としての階級意識のより明確化が志向されている側面が晃落され
て
は
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
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（４）塩田庄兵術”労働組合運動における政治・経済“（講座『現代日本とマルクス主義』第三巻、一九六六年、一一一○．ヘー
ジ）。塩田氏は、「日本的労働組合主義」が六○年安保闘争で「影が薄くなる」とともに六○年代後半の運動の中で「かえっ
てくっきり」姿をあらわし、「全労Ⅱ同盟と総評とのちがいの内実が、見かけほど大きいものと考えていいかどうかが、あ
らためて問題にされていいことにわれわれは気づく」との指摘を行なっている（同上、一二一一。ヘージ）。なお、ここで隅谷
氏による「日本的労働組合主義」の宣言の評価を見ておけば、「日本的労働組合主義」の宣言は、総評が、「労働組合運動が
社会変革の運動ではなく、労働条件改善のための運動であることを確認するに至った」ものであり、「戦後の労働運動史の
一つのメルクマールとなるもの」であったとされている〈前掲『日本労働運動史』二四八ページ）。
（５）労働省編『資料労働運動史』昭和三五年版、七九○ページ以下を参照。
（６）たとえば、国鉄民同左派は、労働者同志会の「日本的労働組合主義」の宣言にもとづいて、新生民同に対し「労組は本来
的に経済団体である。時には政治的偏向をなしたことについては率直に反省する」との文書回答を行なっているのである
（右同、七九八。ヘージ）。
（７）全労第八回常任委員会決定”総評の動揺と全労の任務“（右同、七九四ページ）。
（８）戦後の右派系労働組合運動の歴史については、同盟会議の発足についてまでであるが、中村菊男『戦後民主労働運動史ｌ
同盟会議への歩みｌ』一九六四年、が便利である。
（９）民労連の”実践綱領“については、労働省編『資料纏勾勘運動史』昭和一一八年版、八八四ページ以下参照。”同盟会議の運
動の原則と目標βについては、同上、昭和一一一七年版、七四一．ヘージ参照。
（、）全労会議の”憲章“については、同上、昭和二九年版、一一○四ページ以下参照。
、）アナーキズム、サンジカリズム、アナルコ・サンジカリズム等に関する数少ない研究文献のひとつとして、ここでは葛安
朗”アナルコ・サンディカリズムｌその生成と発展”（『現代の理論』一九六九年八月）を挙げておきたい。喜安論文におい
て、アナルコ・サンディカリズムは職能別労働組合を背景とする「行動的少数派」の思想として位置づけられている。アナ
ルコ・サンディカリズムは、「労働組合それ自体が、いかなる『政治』にも依拠することなしに自律的に、最も先鋭な階級
闘争の場であるという、いわば労働組合の自律性を強調している」点でアナーキズムと訣別するものであった、とされてい
る。まさに労働組合主義である。
（⑫）刊行委員会編『総同盟五十年史』第二巻、一九六六年、五九四・ヘージ以下および二五一一ページ以下を参照。産業協力を申
し出ることによって、その見返りとしての組合法や労働協約を求めるという「均衡のある平和関係」が「健全なる労働組合
主義」の要請であった。このコンテクストからは「ほんとうの挙国一致を実現するためには、資本家も労働者も、その負担
が平等であるぺきだ」とする発想のもとに、自発的に「労働及び産業」の「統制」を権力に対して要請する姿勢が矛盾なく
生まれ出てくるのである（同上、二三八、五七三ぺＩジ参照）。産報体制に労働組合を繰り込むべしとする要請もこのコン
テクストから流露するものにほかならなかった。
（週）右派系労働組合運動は、戦後段階において、総評の内部にあって少数派運動を展開する際には、労働組合の政治活動を抑
制する主張を行なうが、独立した組織として独自の運動を展開する際には、労働組合が一定の政治活動を行なうことの意義
を強調するものとならざるをえない。「日本的労働組合主義」が発せられる基因となった国鉄民主化同盟の要請と、「日本的
労働組合主義」を批判した全労の本部見解との関係がまさにそれである。
（ｕ）右派系労働組合運動の通史を一読すれば、労働組合主義にもとづく労働組合運動が、いかに積極的な政治主義であること
が要請されているかが判然とする。たとえば、前掲、中村菊男『戦後民主的労働運動史』一○一、一一○○、二四七、一一一一一一
（巧）鉄鋼連絡会議幹事会が一九六八年六月一五日付で発表した”労働組合主義とは”と題する文書の全容は、前掲『同盟情報』
第四四号、一九七○年三月一一五日、に収録されている。「鉄鋼連絡会議」とは、「鉄鋼労連内の無党派組合主義グループの協
議会」であるとされている。なお、右の文書の中で「労働組合主義は労働組合の組織および活動を否定する政治攻撃に対し
ては、断固として労働運動を通じて政治闘争に起ら上がります」とされている点に注目したい。ここでは、戦前の全総にお
ける産報体制への妥協的な姿勢は誤りであったとされているのである。また、「鉄鋼連絡会議」の労働組合主義のとらえ方
が、労働組合運動の本来のあり方としての労働組合主義論として展開されているのではなく、労働組合運動を目的意識的に
特定の方向へ導入しようとするきわめてイデオロギヅシュな性格のものとして主張されている点に注目しておきたい。ここ
では「実践的労働組合主義」は「労働組合主義者」によって「創造」される「哲学」であるとされているのである。
（蛆）前掲『同盟情報』第四四号、一九七○年三月二五日、参照。
分）労働戦線統一が最近いかなる形で進行しているかについて、個々の時点におけるリポートやコメントは数多く発表されて
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ページ等を参照。
ａ）「健全なる労働組合主義」が実際にかかわらざるをえなかった政治は、方向性としては体制内を志向するものであった。
それにしても、たとえば西尾末広などが、戦前、労働組合から政党に活動の場を変え、「政治によって生活するもの」に転
化するにあたって、ほとんど抵抗感を感じた跡が見受けられない事実は、被等が本来政治的であったことを示している。
宛）「昭和四六年度労使関係研究会議」によるシンポジウム”日本の労働組合運動の現状と展望”、第一セッション”労働組合
の組織と運営”の「討論概要」における高梨昌氏の発言を参照（『日本労働協会雑誌』第一五九号、一九七一一年六月）。
（鋼）隅谷三審男、前掲『日本労働運動史』二一一一六ページ。
（即）前掲『同盟旬報』第六六号、一九七一年七月一三日、参照。この号は”民主的労働組合と参加”なるテーマについての特
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いるが、総括的に論じた文献はまだほとんど発表されていない現状のように思われる。その中で、京都勤労者学園編『労働
戦線統一問題をめぐる覚え書』二九七一年）は便利な小冊子となっている。拡大世話人会の決定等については右を参照。
（旧）前掲『同盟情報』第四四号、一九七○年三月一一五日、参照。
⑮）一九七○年代後半以降における日本資本主義の重化学工業化を主内容とする産業再編によって、日本の独占的大企業は帝
国主義復活への地歩を固めている。この産業再編に対応する労働力統轄体制が全労Ⅱ同盟路線にほかならない。ｌマクロ的
には以上のようにとらえることができよう。この点についてさらに詳しくは、重化学工業部門における大企業の職員や本工
上層の特権階層化、そこを階級的基盤とする労働組合右翼幹部の新形成、合理化政策への対応としての産業政策闘争、とい
うようなコンテクストを辿ることができるであろう．さらに、一九六○年の安保闘争以後に現われた、いわゆる「ケネデ
ィ・ライシャワー路線」の影響と、ＩＭＦ・ＪＣの役割などとの関係で、右派系労働組合運動の活発化がとらえられるべき
であろう。以上の把握については、北田寛一一”「合理化」反対闘争の総括と展望“（『労働組合運動の理論』第三巻、一九六
九年、所収）を参照。なお、独占的大企業における本工の階級的性格については、「半熟練工」概念を設定して日本重化学
工業の労働力存在形態をとらえ、とくに戦前との比較において、役付職工の役割が排除され、独占的巨大企業による労働者
支配の完成がなされている実態を明らかにした、山本潔『日本労働市場の構造』一九六七年、”序章””終章”が参考にな
集となっている。
る
｡ 
労働運動史研究の方法として、労働組合運動史と社会主義政党史とを分離せよとする要請は妥当なものであった。
さらに、両者を分離した上で、両者の関連を追究せよとする要請は、社会労働運動史の方法を確立するものとして評
価されるべきものであった。
ただし、そのような〈方法論としての労働組合主義〉が、〈運動論としての労働組合主義〉と混同され、現実の運
動の一潮流としての「健全なる労働組合主義」と無媒介に密着するとき、さまざまの歪みが生じるのであった。「健
全なる労働組合主義」と一体化したく方法論としての労働組合主義〉は、特定の労働組合運動のみを評価するものと
なり、社会主義運動とくにコミューーズムの立場からする運動を敵視するイデオロギツシュなものとならざるをえな
い。また、研究の方法としては、禁欲的姿勢の喪失を意味せざるをえない。すでに指摘したように、渡部徹氏の方法
論は、「健全なる労働組合主義」と一体化したく方法論としての労働組合主義〉の代表例となっていた。
ところで、現実の運動としての「健全なる労働組合主義」は「実践的労働組合主義」に転化しているのが現状であ
る。〈方法論としての労働組合主義〉は、「健全なる労働組合主義」を成立基盤とするものである限り、崩壊ないし転
化を迫られているといえよう。最近の渡部氏の見解は、〈方法論としての労働組合主義〉が、「健全なる労働組合主
義」と一体化していたがゆえに、危機の状態にあることを端的に表明するものとなっている。
最近における渡部氏は、まず第一に、労働組合を労働力商品の売手組織とするとらえ方を転換させている。渡部氏
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四、労働組合主義的方法論の転回
ｌ
結
び
に
か
え
て
Ｉ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
ふたたび、渡部氏は、現実の運動をいかに評価するかという価値意識に剖咄》とづく接近視点と、特定の価値意識を排
、
、
、
、
、
、
、
、
除した上で設定されるべき分析方法としての接近視点を末分離のままに”労働組合と政治”について論じているので
あるが、その内容に関する詳しい紹介は省略させていただく。ただ、右の発言を通じて、渡部氏が、「実践的労働組
合主義」の潮流を全面的に肯定するとともに従来の方法論を転換させる必要を感じている点が明らかであるように思
われる。
一九五○年代後半以降の「実践的労働組合主義」に対応する新形態の〈方法論としての労働組合主義〉がいかなる
内容のものとなるかについて、ここでは推察しておく以外はないが、それはおそらく、いわゆる労使関係論の方法を
そのまま肯定するものとなるように思われる。そう推察する材料は白井泰四郎氏の所説である。白井氏は、渡部氏と
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はいう。「それはなぜかというと、労働力の売り手の組織というふ』っにだけ規定してしまうと、具体的には、できる
だけ有利な条件で売れば、そこから先は労働組合としてはもう関係しない、つまりどんな労働をさせられても、一応
契約条件さえ整っていればそこからあとは経営者の権限で、勝手に使われても文句はない、ということになる。しか
しそういうことでいいんだろうかということです」。渡部氏によれば、労働組合は疎外の問題などを扱うべきである
という。したがって、渡部氏は、第二に、労働組合の活動を経済主義的に限定せよとする従来の主張を撤回すること
になる。渡部氏はいう。「私自身もこれまで書いたことではそういう点が欠けていたと思う。それで政治というもの
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
もそういう点から考えると、政治プロ。ハーの問題自身が労働組合の機能の枠組みのなかに理論的に入ってくるという
か、取り込めるのではないか。その点、これまで私の考えでは不十分であったということを訂正補足をしておきた
か
、
取
り
込
め
る
の
両］（傍点引用者）。
ふ
た
た
び
、
渡
難
いわゆる「賃労働の理論」を骨格とする労使関係論的接近が、従来の社会政策論的接近がなしえなかった新領域の開
拓を行ない、労働問題研究に幾多の業績を寄与している点は、だれしもが否定しえないところであるといえよう。労
働運動史研究の分野に限定してみても、いわゆる労使関係論的接近の最近の成果を無視しては、もはや労働運動史を
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、
、
労働問題を、労資関係の問題としてではなく労使関係論すなわちインダストⅡグァル・リレーションズとしてとらえ
るところに、白井氏の最近の方法論の出発点がある。そして、労使関係論においては「多学科的接近」すなわちイン
ターデイシプリナリーなアプローチが方法論的特徴であるとされている。問題は、「多学科的接近」・の内容である。
白井氏は、イデオロギー次元における、あるいは研究領域の次元におけるマルクス主義者の生硬な姿勢を批判して止
まない。同時に、白井氏は、労働経済学的アプローチを評価し、機能論的な労働組合論を有効な理論フレームとして高
く評価している。白井氏は、「いくつかの社会科学によるアプローチが併存（旨×曾己。、旨・口）する日巳斤目の§】旨煙ご
圖旦であることをこえて、それらを】日の円胃のする：目のａの、巳で冒凹ご“：］§として労使関係論を構築しようとす
る意図」がインターデイシプリナリー・アプローチであるとしているが、要するに「多学科的接近」といってもその
勺
、
方法論の意味するところは、労資関係論の労使関係による克服であり、機能論的労働組合論の評価にほかならないよ
（２） 
壱ワに思われる。
ともに、「健全なる労働組合主義」を運動史の次元で評価し、同時にその評価の視点を直ちに方法論として展開した
もう一人の論者であった。その白井氏の場合、渡部氏が明らかにしていない新しい労働組合主義的方法論、すなわち
「実践的労働組合主義」の動向に対応する〈方法論としての実践的労働組合主義〉への意欲的な取組を展開している
よ』ワに思われる。
といえるように思う。
渡部氏は、一九七（
実践的労働組合主義の形成（３）
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語れないのが現状である。しかし、労使関係論を方法論として評価することは、現実の運動傾向としての「実践的労
働組合主義」の方向と労使関係論的方法の癒着を承認することにはならない。研究の方法は、特定の運動の潮流に対
しては、あくまで距離を置くものとして確定されねばならない。
一九六○年代における社会形態論は産業社会論として展開されている。産業社会論は、生産関係論を無視する社会
学の伝統的な発想法を乗り越えた、経済成長の諸段階としての時期区分論に直結する、生産力視点からする社会形態論
である点に特徴がある。日本においては、一九五○年後半以降の産業再編成に対応するものとして産業社会論の展開が
（４） 
あったとい雲えよう。ところで、「賃労働の理論」は、隅谷氏が規定するように、「労働運動史は基本的には賃労働史の
一環として分析さるべきである」（『日本労働運動史』一一六○ページ）とする、すぐれて経済重視の方法を労働運動史の分
野に持ち込むものとなっている。史的唯物論の方法を基底としながらも、いわゆる「基底体制還元主義」に陥らない
視点を追究するところに日本の社会科学の戦後における出発点があった筈である。「賃労働の理論」の方法に、「基底
体制還元主義」への反省が少しも見られないのはふしぎなくらいである。「賃労働の理論」が産業社会論の理論枠組
に組み込まれるものとは直ちに断定できないにせよ、両者に共通する点として、生産力視点の傾向が強くあり、とに
かく経済を重視する発想法であり、ともにマルクス主義と微妙な関係に位置づけられるものである点を指摘しておき
たい。それだけに、「賃労働の理論」を含む労使関係論的接近方法に対し、産業再編成の現状況に埋没する方向をと
る今日的労働運動の潮流との関係で、禁欲的姿勢の確立を求める要請は、単なる老婆心的発言以上の意味のあるもの
一九七○年代におけるわが国の労働組合運動の趨勢について、「好むと好まざるにかかわらず、大勢的
には、戦線統一のこの流れ（「全民懇」的戦線統一－引用者）を無視すれば、運動の中心から疎外される可能性があるこ
（５） 
とをしられなばらない」との見通し存一述べている。労働組合運動の大勢は、渡部氏の予想どおりのコースを辿るかも
（６） 
しれない。しかし、たとえ、そのよ←ワな「大勢」から「疎外」されることがあるにしても、労働運動史研究の方法
は、すべての価値意識に対し禁欲的であらねばならず、現実の動向とは常に緊張した関係を持続しなければならない
ものである点をここで確認しておきたいと思う。
以上を要約すれば次のようになるであろう。〈方法論としての労働組合主義〉は〈運動論としての労働組合主義〉
と混同されることがあってはならない。その限りにおいて〈方法論としての労働組合主義〉は評価されるべき社会運
動史の研究方法である。次に、〈運動論としての労働組合主義〉は日本の労働運動史においては「健全なる労働組合
主義」または「実践的労働主義」として現実化している。〈運動論としての労働組合主義〉は一般的にはトレード・
ユーーオニズムであり、政治とのかかわりを否定するものではない。しかし、その政治とは産業民主主義的発想による
ものであり、いわば体制内的議会主義的政治である。したがって労働組合主義は、体制内的なものとしての限定づけ
えない政治にはかかわらないとするたてまえをとり（「健全なる労働組合主義」）、体制内的なものとして限定づけえた条
件の下においては政治とのかかわりを積極的に主張するものとなる（「実践的労働組合主義」）。日本の労働運動史の現
実が、戦前の場合にも戦後の場合にも、労働組合運動が何等かの意味で国家現象・階級現象としての政治とのかかわ
りを無視できないものとなっている実態を示しているにもかかわらず、その現実を、政治との切断、または一定の限界
内における政治との関係づけにおいてのみとらえるべきであるとする〈運動論としての労働組合主義〉は、実践的に
問題のある指針であるというぺきである。一般的な意味でのトレード・ユニオーーズムについてもその点での限界性を認
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めないわけにはいかないであろう。また、以上のような〈運動論としての労働組合主義〉と直結したく方法論として
の労働組合主譲守は、研究の方法として妥当なものと評価されるべきではない。再言すれば、〈方法論としての労働
組合主義〉は評価されるべきであるが、それはく運動論としての労働組合主義〉を突き放す視点を明らかにするもの
として評価されるべきである。純粋な意味における〈方法論としての労働組合主義〉は、あくまで「理念型」的な内
容において有効であるとされなければならない。それは作業仮説として意義のある視点であるが、決して、現実の運
動に対する経済主義的労働組合規定というような規範的設割を果たすものとなってはならないものである。
（１）肘論座談会”わが国労使関係の問題状況”の”（４）労働組合と政治”における渡部徹氏の報告を参照（『日本労働協会雑
誌』第一一一五号、一九六九年八月）。なお、渡部氏は、労働組合運動は「階級的であって、しかも超党派性が確保されなけ
ればならない」と考えている点に変わりはない、としていることを一言しておこう（同上）。しかし、「実践的労働組合主
義」は「野党再編」という、一見、「超党派」的な政治動向との密接な結び付きを説くものとなっている。
（２）白井泰四郎”労使関係論の日本的状況”（『日本労働協会雑誌』第二八号、一九六九年一月）参照。なお、白井氏は、労
働運動史研究の領域における隅谷三喜男氏や渡部徹氏などの労働経済学的分析の成果について、「労働運動史と経済学の結
びつき」を「回復」したものとして高い評価を与えている。その上で、労働経済学的接近に「理論と実証的研究の交流」の
面で弱点があることと、労働経済学的接近が機能論的労働組合論によって触発されたものであることなどを指摘している
（同上）。ここで機能論的労働組合論というのは、「労働組合をあくまで”制度化“〈】ロの冨目：息］〕Ｎの）された存在としてと
らえ、労働者の現実的日常的利益の代表（四ｍ①皀庁）としての団体交渉を中心とした機能的側面（甘口、園。ｇ』口召の：）に焦
点をおくも２（同上）とされているものであり、それはアメリカにおける各種の労働組合論の基調となっているものにほ
かならない。アメリカの労働組合論がいかに展開されているかを実証的・学説史的に明らかにしたものとして、神代和欣
『アメリカ産業民主制の研究』一九六六年、があることは指摘するまでもないであろうが、神代氏の研究においても、金融
資本確立期の産業民主制の研究としては、労働組合と政治との関係についての検肘は今後の課題として慎重に留保されてい
る（たとえば同番一一一一一九ページ参照）。機能論的労働組合論の検討はビジネス・ユニオニズムヘの反省を不可避のものとする
のであり、機能論的分析においても労働組合の政治的性格は否定しさることができないものとなる。そういう主張として、
小川登”ホクシーの労働組合主義論“（桃山学院大学『経済学論集』第二一巻一号、一九七○年六月、所収）がある。小川
氏は、藤田若雄氏の「労働組合Ⅱ誓約集団」論を肯定し、熊沢誠氏の規定を授用することによって、ビジネス・ユニォーーズ
ムに対抗する労働組合論として、経営権を次第に侵食する「蚕食的組合主義」（①回貝８，可曰①具目】・日⑪白）論を主張して
いる（同上、および同氏の”労働組合主義の理論“、京大『経済論叢』第一○五巻一・一一・一一一号、一九七○年一・二・三月
所収、を参照）。機能論的労働組合論の枠内における「蚕食的組合主義」の主張は、いわゆる労使関係輪的接近が、きわめ
て「ラデイカとな方向に展開された場合でも、産業民主主義論を前提とする『実践的労働組合主義』に対し一種の「親和
力」を持っていることを示す例になっているとはいえないであろうか。
（３）市民社会論、大衆社会論、産業社会論等の社会形態論が一九五○年代以前と一九六○年代以降とでは、基本的発想法に大
きな違いのあるものとなっている点を指摘しつつ、社会形態論的発想を国家独占資本主義論の枠組でいかに受け止め消化す
るかが今日のマルクス主義の重要な理論課題となっていることについて、筆者なりの拙ない見解を示したものとして、拙稿
”「佐藤政治」が残したもの“『東京大学新聞』第九一一四号、一九七一一年七月一一一日、があることを参考までに指摘させていた
（４）産業社会瞼の史的唯物論への接近とその時代的背鼠については、さしあたって真田是ほか”産業社会論“（『繊座・現代社
会学Ｉ』一九七○年、所収）を参照。なお、社会形態論的方法を含めて産業社会論の諸相を批判したものとして、芝田進干
当情報化社会」論の批判”（『経済評論』一九六九年九月）、佐藤毅”「情報化社会」論の批判，（『経済』一九七○年新年号）、
庄司興吉”「大衆社会論」から「知識社会」論へ“（『思想』一九七○年五月）、田中義久”現代社会とイデオロギー“（『思
想』一九七一年一一一月）等の論稿があることを指摘しておきたい。ただし、これらの諸論稿の間には、社会形態論的発想を
国独資の理解枠組が排除するのか、とらえ直しするのか、受容し消化するのかについて、微妙な見解の差異が発生している
事実を指摘することができる。この問題については、さらに慎重な検討が必要とされているようである。
（５）前掲「昭和四六年度労使関係研究会議」によるシンポジウム”日本の労働組合運動の現状と展望“、第一セッション”労
働組合の組織と運営“における渡部徹氏の報告”労働戦線の統一・再編問題”を参照（『日本労働協会雑誌』第一五九号、
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〔補記〕本稿は、法政大学社会学部・労働問題研究会において一九七二年六月一一○日に行なった報告をもとにしてまとめたも
のである。本稿脱稿後、大阪市立大学吉村励教授による『労働組合と戦線統一』（一九七二年一○月刊）を参照することがで
き、本稿の不十分な諸点について多くを学びえたが、あえて第一稿のまま発表させていただく。吉村教授も、労働組合主義を問
題にする視点で七○年代の労働戦線統一について検討を加えておられるのであるが、その接近方法や結論について私としては大
きな疑問を感じざるをえない。すなわち吉村教授は労働組合の理念型を産業別労働組合とするところから労働組合主義を労働組
合運動の本来的なあり方として説かれている。労働組合主義なる規定の内容について議論をすれば問題はいくらでも出てこよう
が、吉村教授の一般論の展開に、一応は、私も異論はないとしておこう。しかし吉村教授は、日本における労働組合主義が戦前
はどのようなあり方を示し、戦後はどのように変態しつつあるかについてほとんど検討を加えられていない。たとえば七○年代
における「実践的労働組合主義」についてもなぜ「実践的」とされるに至ったかを分析されることなしに「私はできるだけ特別
（６）日本の労働運動が転換を迫られているとして、渡部徹氏のように一定の方向性に限ってその転換をとらえている例は必ず
しも多くない。たとえば長州二一氏は、清水慎三氏の「暁闇のなか」、隅谷三喜男氏の「方向不定の転換」というようなと
らえ方を援用しつつ次のように述べている。「労働運動の転換といっても、実際には、とかく状況のみが先行し、運動が状
、
、
、
、
況に流されがちな現在においては、運動の戦略戦術論義よりもさきに、まず変りゆく労働問題そのものが、はっきり認識さ
れなければならない」〈傍点、原文のまま。長州一一一編『変りゆく労働問題』一九七○年、一一一・ヘージ）。ところで、長州氏自
身は、右とか左とか、経済闘争とか政治闘争とかいうとらえ方は「もう適用せず、空まわりするだけになった」と労働運動
の現状を把握した上で、「こうした新しい原理（仕事と生活の新しいシステム原理ｌ引用者）を、”社会主義“的な社会シス
テムとょぷとすれば、やはり労働運動こそは”社会主義の学校”と見ることもできよう。〃学校”とは、即目的な欲求を、
理論化し概念化し、対目的な意繊に転化する集団的な場、という意味である」（同上、一一ページ、一一一一一四’三一一五・ヘージ）
と述べている。明碗に「政治化」された新しい労働組合主義の提唱が長州氏によってもなされ、しかも長州氏の新しい労働
組合主義においては、本稿で筆者が試みたような接近は、形の上では、充分に包摂されたものとなっている点に注目してお
きたい。
（一九七二・八・二一）
一九七二年六月）。
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の形容詞のない労働組合主義の方が適当ではないかと考えている」（一一一九ページ）との見解を示されている。七○年代における
労働戦線の統一の進展状況が、はたして吉村教授の考えておられるような産業別労働組合のあり方を求める労働組合主義的運動
としての方向を示しているかどうか、私はそこにこそ問題があるのではないかと考えている。さらに、吉村教授は、総評の「統
一四原則」の中で核心的条項となっている、「資本にたいする果敢な戦闘性」を労働組合運動のあり方の基本とする考え方に対
し、これが産業別労働組合論、労働組合主義論、戦線統一論に原則的に悴る考え方であると強く批判されている。しかし、私は
吉村教授のその批判を肯定できない・吉村教授は、産業別労働組合も戦線統一もすべて瞳の問題であるとされている。「わが国
の労働運動の当面のしかも緊急の課題は、まず数を結集して、自他共に労働組合とみとめうる量的条件を確保することにあるは
ずである。……労勵組合の戦闘性や階級性に関する論議は、やりたければ、その後でゆっくり時間をかけてやればよいのであ
る。」（一一一七ページ）吉村教授の場合、労働組合運動の原則としては鮭的結集以外には何も考えておられないのではないか、と
私には思えるのである。それにしても、吉村教授のこの一冊が、七○年代の労働戦線統一問題に対する最初の本格的な分析の試
（一九七一一・一一一・一一五）
みとなっているのは事実である。その意義を評価しておきたい。
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